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　エネルギー総合工学研究所におかれましては，本年４月に創立 40 周年を迎えられました

こと，心よりお喜び申し上げます。

　1978 年の創立時は第２次オイルショックの時期であり，エネルギー問題が国家的な課題

として認識されはじめていた頃でした。脱石油を目指して，原子力発電の軽水炉国産標準

化計画が進められ，また，サンシャイン計画やムーンライト計画が実施され，いわゆる「新

エネルギー」の研究開発が始まりました。その後，「気候変動に関する政府間パネル」（IPCC）

の活動をとおして地球環境における CO2 排出量削減問題が大きくクローズアップされてき

ました。しかし，福島第一原発事故を受けて，原子力に対する信頼が大きく損なわれ，将

来に向けたエネルギー戦略が大きく揺らぎました。今年度，策定された第５次エネルギー

基本計画では，原子力発電を基盤エネルギーのひとつとしながらも，2030 年における再生

可能エネルギーの割合を総発電量の 22 ～ 24% としており，この目標を達成するためには，

バイオマスや太陽光発電，風力発電などの伸びに期待せざるを得ない状況となっています。

　再生可能エネルギーのうち太陽光発電や風力発電は間欠性という欠点を有しているため，

電力供給の安定性や変動負荷に対する供給性を確保するには，電力貯蔵や電力変換エネル

ギー貯蔵システムの開発が重要になると思われます。現在の電力貯蔵システムの主流は揚

水発電ですが，容量が限られており，新増設も困難です。NaS 電池や Li 電池などの蓄電池

も開発されていますが，コストや規模，将来的な資源制約などの問題があります。エネルギー

の貯蔵輸送媒体である水素等についても研究開発が進んでいますが，そもそも，エネルギー

貯蔵については，そのシステムの動特性や規模，寿命やライフサイクル等についての十分

な考慮が必要です。また，IoT や AI 技術も取り入れたスマートグリッドなどの電力ネット

ワークについての研究も極めて重要です。
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総合研究機構　機構長・教授



　第５次エネルギー基本計画では，わが国が抱える構造的課題と情勢変化，2030 年に向け

た基本方針と政策対応，2050 年に向けたエネルギー転換・脱炭素化への挑戦が謳われてい

ます。エネルギー総合工学研究所は，原子力のみならず，エネルギー技術全般についての

俯瞰的な視野の下，再生可能エネルギーの要素技術開発やエネルギーシステム解析をはじ

め，電力ネットワークに関する研究なども実施しておられます。名実ともに「エネルギー

という極めて重要な課題を工学をベースに総合的に研究する」専門家集団としての引き続

きのご活躍に期待しつつ，お祝いの言葉とさせていただきます。
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１．原油価格上昇とともに増加する米国
　の原油生産量

　2018 年４月のシリアへの米国，英国，フラ
ンスによるミサイル攻撃に加え，５月の米国
トランプ大統領によるイランとの核合意の破
棄により，中東の地政学リスクが高まり，原
油価格が一段と上昇している。2017 年秋以降
から見ると，①石油輸出国機構（OPEC）加盟
国と非 OPEC 加盟国による協調減産，②中東
の地政学リスクの高まりで原油価格が上昇し
た。それにより米国の原油（Crude Oil）だけ
の原油生産量（Crude Oil Production）は，
2017 年 11 月に 1,003 万バレル／日（b/d）と，
47 年ぶりに 1,000 万 b/d を超えた。（図１参照）。
米国の原油生産量は，2018 年に入り，さらに
増加しており，米国は，シェール・オイル革
命により「世界最大の産油国」に復権した。
　もともと，原油価格と米国のシェール・オ

イル生産量は，「コインの裏表」の関係にある。
原油価格が上昇すると，米国のシェール・オ
イルの生産量が増加し，米国のシェール・オ
イルの生産量増加に伴う国際石油需給緩和か
ら，原油価格が下落し，米国のシェール・オ
イルの生産量が減少する。こうした，サイク
リカルな動きの繰り返しが，2014 年秋以降の
サウジアラビア原油と米国のシェール・オイ
ルとの消耗戦開始から続いている。
　2017 年秋から 2018 年春にかけては，サウジ
アラビアをはじめとする OPEC 加盟国とロシア
をはじめとする非 OPEC 加盟国が，協調減産を
100% 以上順守し，国際石油需給が均衡に向か
うとの見方が国際原油市場において有力とな
り，WTI（ウェスト・テキサス・インターミディ
エート）原油価格は堅調で 60 ～ 70 ドル／バレ
ルを超える水準となっている。そのため，米国
のシェール・オイルの生産量は，2018 年６月時
点において，600万b/dを超えている（図２参照）。

［寄稿］

シェール・ガス革命，シェール・オイル革命の現状と
国際エネルギー情勢への影響

和光大学　経済経営学部
教授岩間　剛一
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図１　米国の原油生産量の推移（1920年１月〜2017年11月）

（出所：米国エネルギー情報局（EIA）統計）
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２．米国のシェール・オイルと OPEC
　との関係

　上述のように，2018 年に入って，原油価格
は堅調となっている。2018 年春以降において，
米国におけるシェール・オイルの生産量が増加
しているにもかかわらず，原油価格が下落しな
い要因としては，第１に，サウジアラビアをは
じめとする OPEC 加盟国が，協調減産を順守
し，国際原油市場における原油需給が均衡する
という見方が市場に根強いことが挙げられる。
実体経済を見ても，世界経済は，順調に成長を
続けており，中国，インドなどで石油消費量が
増加している。国際通貨基金（IMF）による世
界経済見通しにおいても，世界経済は，順調に
成長を続けている（表１参照）。
　第２に，米国がイランとの核合意の見直し
を行い，イランへの制裁を再開し，イラン原
油の輸出量が減少する可能性がある。イラン
は，2015 年７月に，米国，英国，フランス，

ドイツ，ロシア，中国の６カ国と，ウラン濃
縮を削減することを条件として，制裁を解除
されている（表 2参照）。
　しかし，トランプ大統領は，大統領選挙の
時からイランとの核合意の破棄を表明し，イ
ランとの核合意から離脱し，イランに対して

「最大の制裁」を課すことを主張してきた。ト
ランプ大統領は，常々，オバマ大統領による
政治的成果，歴史的遺産（レガシー）を否定し，
イランが核開発を行い，シリア，レバノン，
イエメンにおける影響力を増加させていると
主張している。具体的には，米国の「国防授
権法」により，イラン中央銀行と取引する外
国の金融機関は，米国の金融機関との取引が
できなくなる。イラン原油を輸入する場合に
は，イラン中央銀行と取引する必要があるが，
米国で金融業務を行うには，イラン原油の輸
入を削減することが求められる。イランは，
2017 年時点において，250 万 b/d 程度の原油
を輸出し，その大部分は，中国をはじめとす
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図 2　米国におけるシェール・オイル生産量推移
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（出所：EIA 統計）

世界
日本
米国
ユーロ
中国
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2.2
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7.1
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4.9
4.9

3.7
1.8
2.3
2.4
6.8
6.7
1.1
5.3
2.5

3.9
1.2
2.7
2.2
6.6
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5.3
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7.3
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4.6
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2019 年

3.9
0.9
2.5
2.0
6.4
7.8
2.1
5.3
3.5

表１　IMF世界経済見通し

（出所：IMF 統計，2018 年１月）
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るアジア諸国が相手となっている（図 3参照）。
　イランは，2016 年に制裁が解除されるまで
は，原油輸出量が 150 万 b/d 程度まで減少し
ていた。米国のシェール・オイルの生産量が
増加しているといっても，それだけでは，イ
ラン原油の輸入削減措置による 100 万 b/d に
達する減少分を補うことはできない。こうし
た，石油需給逼迫への懸念が原油価格上昇要
因となっている。
　第３に，サウジアラビア，イスラエルは，イ
ランに対する敵視政策を強めている。イスラエ
ルは，トランプ大統領によるイランとの核合意
破棄に呼応するように，シリアの軍事拠点への
攻撃を行っている。サウジアラビアも，イラン，
カタールと国交断絶しており，イエメンにおい
て，イランが背後にいるイスラム教シーア派反
政府組織フーシへの軍事攻撃を行っている。中
東の大国サウジアラビアとイランとの緊張関係

の高まりと，米国，ロシア，中国の利害の衝突で，
中東における地政学リスクが高まっていること
から，世界の主要油種となっている北海ブレン
ト原油価格，WTI 原油価格は，上昇基調にある。
　このように，2018 年７月時点においても，
国際石油需給が均衡し，中東における地政学リ
スクが高まっていることから，米国のシェール・
オイルの生産量増加が，原油先物市場において，
材料視されていないということができる。

３．2018 年におけるシェール・ガス革
　命の 3つのポイント

　2018 年春におけるシェール・ガス革命の３つ
のポイントを考えると，第１に現時点において
も，シェール・ガス革命，シェール・オイル革
命は，米国においてのみ顕著な成果を挙げてい
るエネルギー革命といえる。中国などでも，
シェール・ガス開発は行われているものの，生
産量は多くない。米国では，「地に足が着いた」
現実的なエネルギー革命となり，米国は，世界
最大の原油生産国となっている（図4参照）。
　第２に，世界最大の石油消費国，天然ガス消
費国である米国の「エネルギーにおける自立」
は，中東産原油輸入の必要性を低下させ，中東
に対する関心を低下させることとなる。米国に
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図３　イランの原油輸出先

概　要
イランによる核開発問題が発生
ＩＡＥＡ理事会でイランに対する非難決議案採択
国連安全保障理事会はイランに核開発中止を求める決議採択
遠心分離機約 3,800 基が設置されたとＩＡＥＡが報告
ＩＡＥＡが核施設建設停止を求める決議を採択
20%濃縮ウランの製造を開始
イスラエルによるイランの核施設へのサイバー攻撃
米国がイラン原油の禁輸を内容とする国防授権法成立
ＥＵがイラン原油輸入禁止で合意
米国のイラン原油制裁法発効
ＥＵがイラン原油禁輸
穏健派のロウハニ大統領就任
イランと 6ヵ国が共同行動計画で合意
イランと 6ヵ国が包括解決への協議開始
6ヵ国とイランが最終合意
核開発に関する制裁解除
イランの核合意を批判するトランプ米国大統領当選
米国トランプ大統領がイランは核合意を順守してないと演説
米国トランプ大統領が核合意を破棄、制裁再開

年
2002 年８月
2003 年
2006 年 7 月 31 日
2008 年９月
2009 年 11 月
2010 年２月
2011 年１月
2011 年 12 月
2012 年１月
2012 年６月
2012 年７月
2013 年８月
2013 年 11 月
2014 年２月
2015 年７月 14 日
2016 年１月 16 日
2016 年 11 月８日
2017 年 10 月 13 日
2018 年５月８日

表２　イランの核開発経緯

（出所：各種新聞報道）
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250万 b/d インド
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韓国
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その他
（18%）

日本（5％）
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フランス
（5%）

（出所：EIA 統計）
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おける石油純輸入量は，急速に減少している（図
５参照）。米国における石油純輸入量は，2005
年と比較して，800 万 b/d 以上も減少している。
これは OPEC 加盟国のうち，原油生産量第２
位のイラン，第３位のイラクの原油生産量を合
わせた量に匹敵する。今の米国にとっては，以
前のように中東に巨大な軍事費を投入し，多数
の米軍兵士を危険にさらして中東の安全保障に
係わる必要性が低下している。
　第３に，トランプ大統領による，内向き指向，
保護貿易主義，貿易戦争の根底では，シェール・
ガス革命，シェール・オイル革命による米国の

「エネルギーにおける自立」と米国のエネルギー
産業の繁栄が通奏低音のようにつながってい
る。米国が，石油，石炭，天然ガスの自給を達
成しつつあり，海外にエネルギーを依存する必
要がなくなるならば，米国は，国内にとじこも
る内向き指向となる。米国国内において，エネ
ルギーと食糧の自給が実現するならば，自由貿

易主義を否定し，貿易赤字解消のために，最大
の貿易赤字相手先である中国に貿易戦争を仕掛
けることとなる。また，米国経済が国内におい
て完結するならば，米国国内の政治情勢だけを
見て，内向きな外交政策をとることが可能とな
る。トランプ大統領の支持基盤は，白人保守層
であり，米国中西部から南部の「ラスト・ベル
ト」（錆びた工業地帯：かつて石炭産業，鉄鋼
産業が繁栄した地域），「バイブル・ベルト」（南
部，中西部のキリスト教保守派の住民が多い地
域）は，熱心なトランプ支持基盤となっている。
こうした背景があるからこそ，2018 年 11 月に
中間選挙を控え，鉄鋼に 25％，アルミニウム
に 10％の追加関税を課すことで，支持基盤の
梃入れを図っているのである。エルサレムをイ
スラエルの首都と認定することも，イランを極
端に敵視することも，その根底には，ユダヤ系
市民とキリスト教保守派の票を取り込む狙いが
ある。
　米国では，長期的に，シェール・ガス，シェー
ル・オイルの生産量増加が見込まれている（図
６参照）。米国のシェール・ガス革命，シェール・
オイル革命により，国際石油需給は緩和し，原
油価格，LNG（液化天然ガス）価格の下落に
より，日本にとっても，貿易収支の改善，国富
の流出の回避という恩恵を受けている。しか
し，米国が中東地域に対する関心を低下させ，
中東情勢の安定化に責任を負わなくなると，中
東情勢が混迷し，原油価格上昇要因となるとと
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図４　国別原油生産量割合（2017 年）

（単位：千バレル /日）
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もに，その隙を突く形で，中国，ロシアが台頭
する可能性がある。既に，シリアは，アサド政
権を支持するロシアとイラン，反政府勢力を支
持する米国とサウジアラビアとの代理戦争の
様相を呈し，それにクルド人の独立運動も加
わって，内戦が泥沼化している。イスラム国（IS）
という共通の敵が崩壊し，イランが，シリア，
レバノンにおいて影響力を増加させ，イランと
イスラエルとの緊張も高まっている。
　米国が中東への関心を低下させ，中東和平へ
の仲介役を放棄すると，中東地域の紛争，原油
供給途絶の可能性が高まる。第１に，米国が国
内の選挙対策として，イランの核合意を一方的
に破棄し，イランへの制裁を強化すると，イラ
ンの保守派が反発し，核開発が始まる。イラン
の核開発の強行に，中東諸国が対抗し，核兵器
開発ドミノが始まる危険性がある。サウジアラ
ビアは，イランに対抗すべく，核兵器開発の検
討も行っている。第２に，米国がシェール・ガ
ス革命，シェール・オイル革命により，中東の
原油依存から解放され，中東諸国全体との友好
関係を考えることなく，キリスト教保守派の意
見を取り入れ，サウジアラビア，イスラエルに
過度に肩入れすることにより，中東全体の安全
保障の責任者としての役割を果たせなくなる。
米国の中東におけるプレゼンスが低下するな
らば，中東地域における勢力拡大を狙う中国，
ロシアが台頭し，中東地域における政治情勢が
一段と複雑になる。第３に，米国のシェール・
オイル革命により，原油価格の下落が先進国経
済に恩恵を与えた反面，シェール・オイル革命

による，米国の中東への関心低下が中東の地政
学リスクを高め，結果として原油価格を上昇さ
せるという矛盾が発生する。
　こうした状況の変貌には，米国のシェール・
オイル生産企業にとっては，シェール・オイル
の生産量を増加させているにもかかわらず，原
油価格が高値を維持し，石油収入を増加させる
という面があることも注視する必要があるの
である。

４．今後の米国のシェール・オイルの生
　産量

　中長期的な国際石油需給を考えるうえで，重
要なことは，米国におけるシェール・オイルの
生産量だといえる。国際エネルギー機関（IEA）
は，米国のシェール・オイルの生産量は，2022
年頃をピークに減少していくという見方をし
ている。一方，図６に示したように，米国エネ
ルギー情報局（EIA）は，2040 年にかけて増
加を続けていくと予測している。
　米国のシェール・オイルは，開発当初は，
生産コストが高く，資源量も多くはないと考
えられていた。しかし，サウジアラビアとの
消耗戦による原油価格の下落局面において，
油田開発工程，生産プロセスの効率化により，
生産コストを低下させている。具体的には，
１本の井戸の掘削期間も，深度 3,000 メートル
を掘削するために必要な期間が数カ月から数
週間に短縮され，１本の井戸掘削の費用も
４億円程度にまで低減している。また，水圧
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図６　米国のエネルギー生産見通し

出所：EIA, Annual Energy
          Outlook 2017
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などの複雑な作業工程が入ることから，米国
のシェール・オイルの生産コストは，中東産
油国の原油生産コストよりも割高である。し
かし，漸進的な生産プロセスの改良により，
シェール・オイルの生産コストは，順調に低
下している。
　米国では，将来的にも，シェール・ガス，
シェール・オイルの生産コストの低下が見込
まれ，エネルギー純輸出国となることが期待
されている（図８参照）。

５．天然ガス輸出国となる米国

　もともと，シェール（頁岩）の開発は，生産
プロセスが容易なシェール・ガスから始まって
いる。米国では，天然ガス生産量が増加基調に
ある（図９参照）。2016 年には，原油価格の暴

破砕（Fracturing）による振動波をコンピュー
ター解析して，３次元，４次元の地質構造把
握を行い，掘削作業の最適化を行っている。
こうした生産工程における生産コストの低減
により，2018 年５月時点における，開発条件
の良い，スイート・スポットの油田の生産コ
ストは，130 ドル／バレル程度まで低下してい
る（図７参照）。
　現時点では，70 ドル／バレルを超える原油
価格において，シェール・オイル生産企業は，
十分な利益を手に入れることが可能である。
2018 年に入ってから，米国のシェール・オイ
ル生産企業のキャッシュ・フローは大幅に改
善し，今後のシェール・オイル開発の財務体
質は強化されている。もちろん，サウジアラ
ビアの在来型石油（Conventional Oil）と異な
り，水圧破砕，水平掘削（Horizontal Well）
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落でシェール・オイル開発が停滞したことか
ら，シェール・オイル生産に随伴する天然ガス
の生産量が減少し，米国の天然ガス生産量も減
退したが，2017 年以降は，再び増加基調にある。
　シェール・ガス革命により，米国の天然ガ
ス生産量は，2005 年を底に，急速に増加して
いる。米国は，2008 年時点では，米国国内の
天然ガス消費量の増加に伴って，LNG の輸入
量が増加し，2020 年には，日本を抜いて世界
最大の LNG 輸入国となると予測されていた。
しかし，シェール・ガス革命により，米国の
天然ガス生産量が増加し，2017 年には，米国
は天然ガス純輸出国となった。2016 年２月に
サービン・パス LNG が，米国本土 48 州から
初めて LNG 輸出を開始し，2017 年 1 月には，
日本の中部電力㈱がシェール・ガスを原料と
した LNG の輸入を開始した。日本は，総輸入
量の１割を超える年間 1,000 万トンの LNG を
米国から輸入する契約を締結している。一方

で，米国は，2020 年までに，年間 7,000 万ト
ンに達するLNG輸出能力を持つと見込まれる。
　米国では，シェール・ガスを原料とした
LNG 輸出プロジェクトが相次いでいる（表３
参照）。2018 年からは，住友商事㈱，東京ガス
㈱が参画したコーブ・ポイント LNG，中部電
力㈱，大阪ガス㈱が参画したフリー・ポート
LNG，三菱商事㈱，三井物産㈱が参画したキャ
メロン LNG などが，LNG 輸出を開始する予定
で，日本の LNG の安定調達に貢献することと
なる。
　米国のシェール・ガスを原料とした LNG の
特徴は，第 1 に，米国ルイジアナ州ヘンリー・
ハブ渡しの天然ガス価格を基準とし，原油価格
とは連動していないことである。中東，アジア
諸国の LNG の場合，日本の輸入量の８割に達
する長期契約について，アジアの LNG 需給に
関係なく，原油価格を指標に価格決定される
フォーミュラとなっている。それに対して，米
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7.5
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13.9
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26.0
15.0
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コノコフィリプス，マラソン
三菱商事，シェブロン
BCLNG輸出事業体
シェル・カナダ
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フリーポート，豪州マッコーリー
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キンダー・モーガン
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センプラ・エナジー

ベレセン

ケナイ LNG
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ダグラス・アイランド LNG
プリンス・ルパート LNG
サビーンパス LNG
フリーポート LNG

コルパス・クリスティー LNG
エルバ・アイランド LNG
コーブ・ポイント LNG
ドリフトウッド

レイク・チャールズ LNG
キャメロン LNG
ベレセン LNG

地域

表３　米国 LNG輸出プロジェクト

（出所：各種新聞報道）
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国の LNG 価格は，米国国内の天然ガス需給を
反映して決定されている。米国の場合，ヘン
リー・ハブ価格で天然ガスを市場で購入し，天
然ガスの液化を専門企業に委託する契約（トー
リング方式）となっている。あくまでも，ヘン
リー・ハブ価格が LNG 購入の基準となる。米
国のヘンリー・ハブ価格は，シェール・ガス革
命により，百万 Btu（英国熱量単位）当たり２
～３ドルと低位安定している（図 10参照）。
そのため，2018 年７月時点では，中東情勢の
緊迫化で北海ブレント原油価格が 80 ドル／バ
レル近くに上昇，原油価格連動の LNG 価格が
百万 Btu 当たり 10 ドル超となっているのに対
し，米国の LNG 価格は，百万 Btu 当たり７～
８ドル程度と割安となっている。
　第２に，北米のLNG契約には「仕向け地条項」
がない。中東の LNG やアジアの LNG の場合，
契約に定められた場所に輸送することが義務
付けられ，かつ転売が禁止される「仕向け地
条項」がある。米国の LNG の需要家は，LNG
が余剰になった場合，より高く購入してくれ

る需要家に転売することが可能となる。日本
の需要家である電力企業，都市ガス企業にとっ
ては，原発の再稼動，冬場と夏場の気温変化
で LNG 需要が変動することへの対応が課題と
なっている。そのため，電力企業，都市ガス
企業の LNG 事業の採算性において，原発の再
稼動，太陽光発電をはじめとする再生可能エ
ネルギーの発電状況によって余剰となった
LNG が転売可能となる意味は極めて重要とい
える。このように，原油価格に連動せず，転
売が禁止されていない，米国の LNG の登場は，
国際 LNG 取引において，調達源の多角化，価
格決定フォーミュラの多様化の観点から，大
きな意味を持っている。日本にとっても，地
政学的に安定した米国から LNG を輸入するこ
とは，エネルギー安全保障の観点からも重要
である。さらに，トランプ政権が重視する米
国との貿易収支改善にも寄与する。長期的に，
米国の LNG 輸出は増加すると見込まれている

（図 11参照）。
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図10　米国の天然ガス価格（ヘンリーハブ渡し）

（出所：BP 統計，2018 年６月）
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図11　米国の天然ガス貿易の見通し

（出所：EIA 統計）



６．日本経済にも大きな恩恵をもたらす
　米国のシェール・オイル革命

　シェール・ガス革命，シェール・オイル革
命により，米国が世界最大の原油生産国となる
ことによって，国際原油市場における OPEC
の相対的な影響力が低下した。その結果，国際
原油価格は，急速に下落した。2018 年７月時
点では，米国によるイランとの核合意の破棄，
エルサレムをイスラエルの首都と認定したこ
とによる中東情勢の緊張化，イラン原油の供給
途絶懸念から，原油価格は上昇基調にあるもの
の，2014 年時点と比較すると，原油価格は３
割程度低い水準にある（図 12参照）。
　つまり，21 世紀に入ってからの原油価格の
高騰により，もともとは生産コストが割高だっ
たシェール・オイルの開発インセンティブ（誘
因）が発生した。一度，シェール・オイルの生
産が始まると，生産量の増加→生産効率の向上
→さらなる生産コスト低下，という好循環のメ
カニズムが動き出し，世界的な原油生産量の増
加による需給緩和から原油価格の下落圧力が
醸成される。原油価格の下落は，直接的には，
原油輸入価格，石油製品輸入価格の下落につな
がるが，それ以外にも，原油価格に連動する長
期契約分の LNG 輸入価格の下落をもたらす。
さらに，原油価格下落の影響を受け，サウジア

ラビアの国営石油企業サウジアラムコが一方
的に通告する，液化石油ガス（LPG）販売価格
となるサウジアラムコ CP（コントラクト・プ
ライス）の引き下げにもつながるのである。
　米国では，シェール・ガス，シェール・オイ
ルの生産に随伴して，プロパン，ブタンなどの
LPG 生産が増加している。もともと，米国国
内では，天然ガスを発電用，冷暖房用の燃料に
利用していたことから，LPG の国内需要は小
さい。そのため，シェール・ガス生産に随伴し
た LPG の輸出量が増加し，日本の米国からの
LPG 輸入量も増加している。シェール・ガス
革命の前，日本の LPG 輸入は，カタール，サ
ウジアラビアをはじめとする中東産油国から
が大部分を占めていたが，2017 年度では，50%
以上を米国が占めている（図 13参照）。
　米国のシェール・ガス生産，シェール・オ
イル生産に随伴する LPG の輸入量が増加する
ことは重要な意味を持っている。中東産油国
からの LPG 輸入は，アジア地域における LPG
需給と関係なく，サウジアラムコ CP を受け入
れるしかない。それに対して，米国の LPG 価
格は，米国メキシコ湾モントベルビュー渡し
の市場価格が指標とし，米国国内における
LPG の需給関係を反映する。そのため，米国
の LPG 輸出が増加すると，サウジアラビアも，
一方的に割高な価格を提示できなくなる。サ
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ウジアラムコ CP も，米国の LPG 価格を考慮
せざるを得なくなり，米国からの LPG 輸出量
の増加とともに，価格が下落基調となってい
る（図 14参照）。
　日本は，米国のシェール・ガス革命，シェー
ル・オイル革命によって，原油価格，石油製

品価格のみならず，LNG 価格，LPG 価格の低
下を通じて貿易収支が改善するという，大き
な恩恵を受けているのである。

７．シェール・ガス革命と石炭火力発電

　上述のように，2017 年 1 月のトランプ政権
の誕生とシェール・ガス革命は，底流でつな
がっている。
　シェール・ガス革命で天然ガス価格が低下
したために，天然ガス火力の発電コストが石
炭火力の発電コストを下回り，天然ガス火力
の発電量が石炭火力の発電量を上回っている

（図 15参照）。一般的には，天然ガス価格が
百万 Btu（英国熱量単位）当たり 4.1 ドルを下
回ると，天然ガス火力のほうが石炭火力より
も経済性がある。米国では，シェール・ガス
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図 13　日本の国別 LPG輸入量（2017 年）

（単位：千トン）
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革命が起こってからは，長期的に，天然ガス
価格が百万 Btu 当たり２～３ドルと低位安定
している。そのため，米国では，老朽化した
石炭火力から，最新鋭の高効率天然ガス火力
への切り替えが行われ，結果として，米国の
石炭生産量が減少を続けている（図 16参照）。
　もともと石炭産業は，米国における有力な
エネルギー産業であり，石炭産業と石炭労働
者は，米国共和党の強い支持基盤となってい
る。石炭生産量の減退にともなう石炭産業の
衰退による石炭労働者の不満を，巧みにすく
いとったのがトランプ大統領である。トラン
プ大統領は，「石炭の消費による地球温暖化は
ない」という立場にあり，石炭火力発電に係
わる環境規制の見直しを行っている。オバマ
大統領時代に，石炭火力発電への公的融資の
規制が行われたが，トランプ大統領は，石炭
火力を促進する姿勢を鮮明にしている。2017
年６月には，トランプ大統領は「パリ協定」
からの離脱を表明し，石炭産業と石炭労働者
は，トランプ大統領を熱烈に支持している。
つまり，シェール・ガス革命により天然ガス
火力が経済性で優位にたち，石炭産業が苦境
に陥り，石炭産業と石炭労働者からの期待を
受けてトランプ政権が誕生した。このように，
シェール・ガス革命と地球温暖化対策に反対
するトランプ大統領は，底流においてつながっ
ている。

８．地球環境保護にも寄与していシェー
　ル・ガス革命

　トランプ政権は，「石油，石炭をはじめとす
る化石燃料の利用による地球温暖化はない」
という立場であるが，現実には，天然ガス利
用の増加により米国国内の炭酸ガス排出量が
減少している（図 17参照）。
　「人類の経済活動による地球温暖化はない」
という大統領の立場と矛盾しているように見
えるが，シェール・ガス革命により，米国国
内では天然ガス消費量が増加し，石炭消費量
が減少することによって，トランプ政権は，
経済成長を図りながら，炭酸ガスの排出削減
による地球温暖化対策に成功している。
　シェール・ガス革命により，米国の天然ガス
の生産量と消費量が急速に増加している。石炭
と比較して，燃焼時の炭酸ガス排出量が半分程
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図16　米国における電源別発電量（1978年）

（出所：EIA 統計）
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度の天然ガスの利用により，米国全体の一次エ
ネルギー消費量が増加しているにもかかわら
ず，炭酸ガス排出量が減少するという好循環を
形作っている。福島第一原発事故の影響で，炭
酸ガスを排出しない原発の再稼動が順調にいっ
ているとはいえない日本が，炭酸ガス排出量を
増加させていることとは対照的といえる。
　地球温暖化対策として，世界的にも LNG 貿
易は，活発化している。日本における LNG 輸
入量は，原発の一部再稼動，太陽光発電をは
じめとする再生可能エネルギーの普及により，
ピークを越えたと考えられる。日本の LNG 輸
入量は，年間 9,000 万トン程度が上限となって
いるが，中国，インドをはじめとする新興経
済発展諸国は，地球温暖化対策，大気汚染防
止策として，LNG輸入を急増させている。特に，
中国は，石炭火力発電を抑制し，天然ガス火

力を増加させるために，2017 年には，LNG 輸
入量を増加させている（図 18参照）。
　中国は，2017 年に韓国を抜いて，日本に次い
で世界第２位のLNG輸入国となっている。日本，
韓国という，従来のプレーヤーの LNG 輸入量
が伸び悩む一方で，中国，インドの LNG 輸入
量が増加している。世界の LNG 需要は，長期
的にも増加し，2023 年頃には，LNG 需給が逼
迫する。そうした状況において，米国のシェー
ル・ガスを原料とした LNG 輸出は，LNG 需給
の緩和，価格の高騰抑制に，大きな意味を持っ
ている。米国におけるシェール・ガス革命，
シェール・オイル革命は，米国のみならず，世
界の環境保護にも貢献しているのである。

９．今後も増加する米国の原油生産量

　米国でのシェール・オイルの開発は，2018
年に入ってからの原油価格の回復により，活発
化している。最新の BP 統計によると，米国の
シェール・オイルを含めた原油生産量は，2017
年には再び増加している（図 19参照）。米国
の原油生産量は，天然ガス液（NGL）も含める
と，1,300 万 b/d を超え，過去最高となった。
　米国の原油生産量は，IEA の統計では，1,000
万 b/d を超えており，1970 年代以来の水準に
達している。米国は，サウジアラビア，ロシア
を抜いて，世界最大の原油生産国となっている。
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ン価格は，百万 Btu 当たり３ドル（石油換算
18 ドル / バレル）であることから，汎用品で
あるエチレン，ポリエチレンを生産するには，
米国のシェール・ガスを原料としたエチレン
に，圧倒的なコスト競争力がある。米国では，
天然ガス生産量と原油生産量の増加とともに，
安価なエタンを利用したエチレン・プラント
が，2017 年後半以降，次々と稼動を開始して
いる（表４参照）。
　シェール・ガス革命が本格化した当初は，
2017 年に，シェール・ガスを原料としたエチ
レン・プラントが本格稼動する予定であった。
しかし，2017 年に来襲した大型ハリケーンの
影響と原油価格の低迷によるシェール・ガス開
発，シェール・オイル開発の短期的な停滞から，
米国におけるエチレン生産が遅延している。中
国の石炭化学も石炭利用への環境規制から抑
制されている。そのため，2017 年にはアジア
のエチレン需給が逼迫し，エチレン価格が上昇
し，日本の石油化学企業は，「米国のシェール・
ガス革命の脅威」という予想と異なり，史上最
高決算となっている。しかし，2018 年夏以降
からは，米国の安価なエチレン生産が増加す
る。米国では，今後ともエチレンの原料となる
エタンの生産量も増加すると見込まれている

（図 20参照）。
　2018 年以降は，米国からの安価なポリエチ
レンをはじめとする汎用品のアジアへの輸出
が本格化し，これが日本の石油化学企業にとっ
て大きな脅威となる。米国，中東の安価な天
然ガスを原料としたエチレンとポリエチレン
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　サウジアラビアの陸上油田と米国のシェー
ル・オイルとの消耗戦により，2016 年２月に
は原油価格が 26 ドル／バレルまで暴落した経
験を踏まえ，サウジアラビアをはじめとする
OPEC 加 盟 国 と ロ シ ア を は じ め と す る 非
OPEC 加盟国が，2017 年１月から合計 180 万
b/d に達する協調減産を実施した。サウジアラ
ビア，ロシアともに，原油生産量が 2016 年比
で減少している。協調減産の実行により，原
油価格が回復したことから，米国のシェール・
オイルをはじめとする原油生産量が増加した。
つまり，サウジアラビアが原油価格上昇を優
先したため，米国のシェール・オイルの市場
シェアが拡大するという皮肉な結果となって
いるのである。

10．シェール・ガス革命により動き出し
　たエチレン・プラント

　米国におけるシェール・オイル，シェール・
ガスの生産量の増加とともに，世界の石油化
学産業にも，大きな影響がでている。シェール・
ガス，シェール・オイルの生産により，天然
ガスの主成分であるメタン（CH4）に加えて，
エタン（C2H6）が随伴して生産される。エタ
ンは，C2 系として，エタン・クラッカーにより，
石油化学の基礎原料となるエチレン（C2H4）
が製造できる。日本の石油化学は，ナフサ（粗
製ガソリン）を原料として，ナフサ・クラッカー
により，エチレンを製造している。原油価格
が 1 バレル 70 ドル台であるのに対して，エタ
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表４　米国のエチレンプラント新設計画

ダウ・ケミカル
エクソンモービル
シェブロン

Formosa（台湾）
信越化学
サソール

オキシデンタル
ロッテ化学

ロイヤル・ダッチ・シェル
エクソンモービル，SABIC

エチレン年間生産能力（万トン） 場　所 稼働年
2017
2018
2018
2018
2018
2018
2017
2018
2018
2020

テキサス州
テキサス州
テキサス州
テキサス州
ルイジアナ州
ルイジアナ州
テキサス州
ルイジアナ州

ペンシルバニア州
テキサス州

150
150
150
115
50
155
55
100
150
180

企業名

（出所：各種新聞報道）



がアジアに大量に流入することで，汎用品の
分野において，日本の石油化学企業のコスト
競争力が低下するからである。そのため，日
本の石油化学企業としては，シェール・ガス
では生産が難しい，プロピレン，ベンゼンな
どの高付加価値化学製品の生産，機能性化学
品（エンジニアリング・プラスチック）の生
産強化をはかる必要がある。これまでにも，
日本の石油化学企業は，ナフサを原料としな
ければ生産できない機能性化学品に注力して
きた。現在，C2 系では，製造が難しいベンゼ
ンをはじめとする芳香族の得率を向上させる
ことが求められている。食品トレー，建材な
どに利用されるポリスチレンは，エチレンに
ベンゼンを混ぜることから，日本の JXTG エ
ネルギー㈱，出光興産㈱などから，米国への
ベンゼン輸出が増加している。信越化学工業
㈱も米国の安価なエチレンに塩素を混ぜた塩
化ビニールの生産能力増強に活路を見出し，

年産 50 万トンのエチレン・プラントを米国で
建設している。これらの動きにより，2021 年
に向けて，米国におけるエチレン生産能力が
増強される（図 21参照）。
　日本の石油化学企業は，2018 年夏以降，米
国のシェール・ガスを原料としたエチレンと
の戦いが本格化することから，単純な価格競
争に巻き込まれることなく，エタンでは生産
できない，ナフサを原料とした石油化学の強
みを発揮する必要がある。

11．シェール・オイルと今後の原油価格

　2018 年６月 22 日の OPEC 総会，23 日の非
OPEC との会合において，おりからの原油価
格の上昇を受けて，協調減産の緩和が議論さ
れた。しかし，米国からの制裁を再開された
イランなどの反発を受け，積極的な減産緩和
ではなく，減産順守率を 100% とすることにと

− 16 − 季報エネルギー総合工学

図 20　米国のエタン生産量（月別）の推移
（出所：EIA 統計）
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どめた。2017 年１月から実施された協調減産
は，エネルギー専門家の予想を超えて，順守
率が 150% に達している（表５参照）。OPEC
加盟国と非 OPEC 加盟国による協調減産がエ
ネルギー専門家の予想を超えて順調に達成さ
れていることから，世界の石油需給は均衡に
向かい，原油価格が上昇している。
　OPEC 加盟国の状況を見ると，リビア，ナ
イジェリアなどは，国内情勢の混迷から，原
油生産量が減少し，ベネズエラは，国内政治
情勢，社会情勢の不安定から，原油生産量が
大きく落ち込んでいる。そのため，OPEC 加
盟国全体としては，当初の目標を大幅に上回
る減産を実現し，原油価格回復に成功した。
しかし，ガソリン価格の高騰が中間選挙に与
える影響の懸念から原油価格の上昇に反発す
るトランプ政権への配慮もあり，2018 年６月
の OPEC 総会では，協調減産緩和へ戦略をの
切り替えた。他方，サウジアラビアが主導す
る 100 万 b/d に達する積極的な増産姿勢に対
し，増産ができないイラン，イラクなどは，
減産緩和による原油価格下落が石油収入の減
少につながることから，増産に強硬に反発し
た。その結果，OPEC 加盟国全体として，積
極的な協調減産幅を明示せず，目標を超過し

た減産を，当初の目標値まで戻すという消極
的な減産緩和にとどまっている。そのため，
OPEC 加盟国による協調減産を織り込んで下
落した原油価格は，OPEC 総会後に上昇し，
WTI 原油価格は，2018 年６月 28 日時点で 1
バレル 73.45 ドルに上昇した。2018 年７月時
点では，① OPEC 加盟国と非 OPEC 加盟国に
よる協調減産緩和が小幅にとどまること，②
世界経済が順調に拡大していること，③米国
がイランとの核合意を破棄し，イランに対す
る制裁により，イラン原油の供給が減少する
こと，④米国がイラン原油の輸入取りやめを
日本をはじめとする各国政府に求めイランを
兵糧攻めにしていることなどにより，原油価
格のさらなる上昇への期待感が原油先物市場
に渦巻いている。夏場のドライブ・シーズン
到来により，米国のガソリン需要が増加する
ことから，WTI 原油価格は，2018 年８月には，
1 バレル 80 ドル近くまで上昇する可能性があ
る。
　他方，原油価格の上昇は，米国における
シェール・オイルをはじめとする原油生産量
を増加させる。米国における原油生産量は，
EIA の月別統計によると，1970 年以来の過去
最高に達している（図 22参照）。
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アルジェリア
アンゴラ
エクアドル
赤道ギニア
ガボン
イラン
イラク
クウェート
リビア

ナイジェリア
カタール

サウジアラビア
UAE

ベネズエラ
OPEC合計

従来の目標生産量
1.20
1.52
0.43

3.34

2.22
1.47
1.67
0.73
8.05
2.32
2.15
30.00

（単位：百万バレル /日）

2018 年４月生産量 2018 年５月生産量 削減目標
0.05
0.08
0.03
0.01
0.01
- 0.09
0.21
0.13
0.00
0.00
0.03
0.48
0.14
0.10
1.18

1.04
1.53
0.53
0.12
0.17
3.82
4.47
2.71
0.97
1.47
0.61
10.02
2.87
1.36
31.89

0.99
1.50
0.52
0.12
0.19
3.82
4.41
2.71
0.99
1.59
0.60
9.92
2.87
1.41
31.64

5 月達成率（％）
98
283
69
167
356
n.a.
43
98
0
0
127
108
103
744
158

加盟国

表５　OPEC原油生産実績

（出所：IEA オイル・マーケット・レポート，2018 年６月 13 日）



　2018 年６月時点では，1,090 万 b/d 程度まで，
増加している。米国におけるリグ（新規油田
開発のための掘削装置）稼動数も増加基調に
ある（図 23参照）。
　米国におけるシェール・オイルの開発活発
化に伴うシェール・オイルの生産量増加は，
原油価格の上値を抑える要因となる。しかし，
イランに対する制裁再開による，イラン原油
の輸出量減少幅は，100 万 b/d を超える可能性
があり，短期的には，米国のシェール・オイ
ルの生産量増加が補うことは難しい。そのた
め，国際原油市場における石油需給逼迫感が
増し，2018 年秋に向けて，原油価格は上昇基
調となる可能性が高い。こうした原油価格の
強気な見方により，米国のシェール・オイル
生産企業の開発投資は，増加基調にある。低
炭素社会構築への動き，電気自動車普及の見
通しから，先進国における石油需要は減少す
ることが見込まれる。しかし，アジアをはじ
めとする途上国では，ガソリン車の普及によ
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り，世界全体としては，2040 年に向けて，世
界の石油需要は，増加すると予想されている

（図 24参照）。
　2040 年まで世界の石油需要が増加し，１億
b/d を超え，米国のシェール・オイルの生産量
も長期的には増加する。とするならば，今後も，
中東産油国の原油と米国のシェール・オイル
との消耗戦が続き，国際原油価格への OPEC
の影響力は低下し，米国のシェール・オイル
の生産動向が国際石油需給，原油価格の主導
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図 23　米国のリグ稼働数推移（2013 〜 2018 年）

（出所：ベーカー・ヒューズ社統計）

10,600

10,500

10,400

10,300

10,200

10,100

10,000

9,900

9,800

9,700

20
18
年
1月

20
18
年
2月

20
18
年
3月

20
18
年
4月

20
17
年
11
月

20
17
年
12
月

１０，０９９

9,99510,024

（千バレル/日）

10,252

10,469 10,467

図 22　米国の原油生産量

（出所：EIA 統計）

120

100

80

60

40

20

0

9,99510,024

（百万バレル/日）

10,252

2000年 2040年2030年2025年2016年

７６．７

93.9
100.3 102.2 104.9

図 24　世界の石油需給見通し

（出所：IEA 世界エネルギー見通し，2017 年 11 月）



権を掌る可能性がある。それと同時に，米国
のシェール・オイルの生産量が増加を続けて
いる状況において，欧州諸国をはじめとする
環境先進国の機関投資家，年金基金，金融機
関などは，石油関連事業の Divestment（投資
引き揚げ）の動きを見せている。大手自動車
メーカーは，一斉に電気自動車（EV）の開発
に舵を切り，フランス，英国などは，2040 年
までにガソリン車販売を禁止することを表明
するようになっている。この 1 年において，
石炭のみならず，石油も炭酸ガスを排出する
化石燃料として，脱石油の動きが加速してい
る。従来の「石油ピーク論」は，世界の原油
生産量が減退し，原油供給が途絶して，原油
価格が天文学的に高騰するという「供給サイ
ドの石油ピーク論」であった。しかし，現在
議論されている「石油ピーク論」は，石油を
必要としなくなる「需要サイドのピーク論」
に変貌している。
　OPEC 加盟国と非 OPEC 加盟国による協調
減産により，原油価格は，再び上昇基調にあり，
財政赤字に直面する中東産油国の財政状況も
改善している。しかし，長期的な国際エネル
ギー情勢を考えると，新たなシェール・オイ
ルの開発への動きと石油需要ピーク論に注視
することが求められているのである。
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１．はじめに

　日本の原子力利用は，「エネルギー基本計画」
に基づき，進められてきているが，本稿の執
筆時（2018 年６月）においては，「第 5 次エネ
ルギー基本計画（案）」のパブリックコメント
が行われている。この計画案において，原子
力利用のベースは変わらないものの，技術開
発の視点から，　「小型モジュール炉や溶融塩
炉を含む革新的な原子炉開発を進める米国や
欧州の取組も踏まえつつ，国は長期的な開発
ビジョンを掲げ，民間は創意工夫や知恵を活
かしながら，多様な技術間競争と国内外の市
場による選択を行うなど，戦略的柔軟性を確
保して進める。」としている。
　このような，方針案が提示されることとなっ
た背景として，近年，海外において小型モ
ジュール炉（SMR：Small Modular Reactor）
の開発に向けての様々な取り組みが行われて
いる現実が，無視できないほど活発化している
ことを要因の１つとして挙げることができる。
　特に，米国，英国，カナダにおいては，政
府も積極的に開発を支援する動きがみられて
おり，国際原子力機関（IAEA）や経済協力開
発機構／原子力機関（OECD/NEA）などの国
際機関においても，SMR に関連する報告書が
取りまとめられるなど，国際的に SMR への関
心が高まっている。このような SMR の特性を
分析し，そのエネルギー供給に占める役割を
考察する。

　筆者は，2017 年 10 月末まで（一財）エネル
ギー総合工学研究所（IAE）に勤務し，原子力
分野の調査研究を行っていたが，退任の直前
まで SMR の国際動向に関して所内の関係者で
調査を進め，そのエネルギー市場へのインパ
クトについて検討を行っていた。その IAE に
おける調査研究の成果を以下に紹介する。
　なお，本稿は，筆者が「日本原子力学会誌」

（Vol.60, No.7）に掲載した解説記事「小型モ
ジュール炉（SMR）を巡る国際動向とそのイ
ンパクト」（本年 2 月執筆）を基に，本年６月
までの最新情報も踏まえ加筆等を行い，取り
まとめたものである。

２．原子力事業の現状

　2011 年に発生した福島第一原子力発電所事
故は，原子力災害の影響の甚大さを認識させる
ものとなり，各国の原子力政策に大きな影響を
与えた。また，電力市場を始めとするエネル
ギー市場の自由化の進展に伴い，投資回収に長
期を要する原子力事業は，リスクの高いものと
見なされ，新設が難しくなってきている。
　一方，シェールガスの生産技術の革新によ
り，国際石油情勢は大きく変貌し，天然ガス
の利用が拡大すると共に，再生可能エネルギー
は，政策支援と技術の進歩により，その供給
シェアを大きく伸ばしている。また，IT技術は，
スマートグリッド / デジタルグリッドの成立
を可能としている。また，地球温暖化問題は，

［寄稿］

　原子力革新技術への挑戦 ―SMR への期待―

（公財）原子力環境整備促進・資金管理センター
専務理事田中　隆則
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国際的に喫緊の課題となっており，これまで
以上に効果的な対策を大規模に進めることが
求められている。
　変貌するエネルギー情勢の中で，様々なニー
ズに同時に対応するため，原子力をはじめと
するエネルギー技術のイノベーションへの期
待が高まっている。
　これまで，原子力技術に関しては，「第４世
代原子力システムに関する国際フォーラム」

（GIF）等の枠組みにおいて，高度な安全性，
持続可能性，良好な経済性等を開発目標とし
た革新的原子炉の研究開発が進められている。
GIF で取り上げられている炉型のうち，高温
ガス炉，高速炉を中心にその研究開発が，米国，
英国，フランス，ロシア，中国，インドといっ
た国々で進められている。
　このような炉型とは別の視点から最近になっ
て注目されているのが，SMR である。出力が
小さく工場生産によるモジュールの組合せで設
置する SMR は，各種の炉型が構想されている
が，共通に，安全性の向上，自由化市場への対応，
原子力産業の活性化など様々な視点から優れた
特性を持つと期待され，米国，英国，カナダを
中心として開発へ向けての取組みが見られる。
さらには，アジア，中東等の諸国でも現行の大
型軽水炉に加え，SMR も含めた革新的原子炉
の研究開発・導入への関心が高まっている。

３．SMR への期待

　 従 来，SMR と は， 中 小 型 炉（Small and 
Medium Reactor）の呼称であり，IAEA におい
ても，そのような使い方をしていたが，国際的
な小型モジュール炉の開発の動きを受け，現在
は，IAEA も含め一般に小型モジュール炉（Small 
Modular Reactor）を SMR と呼んでいる。
　この SMR は，次のような特性を持っており，
従来の大型炉と比べ，安全性の向上，電力自
由化への対応，スマートグリッドへの適合性，
などの点で時代のニーズに応えるものとなる
との期待が持たれている。

４．国際機関における SMR の位置づけ

（１）国際原子力機関

　IAEA は，SMR に関するワークショップ，
技術会合，コンサルタント会合などを 2012 年
から数多く開催している。 2014 年９月には，
SMR の開発状況等を取りまとめた報告書

“Advances in Smal l Modular Reactor 
Technology Developments”（1）を公表してい
る。現在も，SMR の技術ロードマップや環境
影 響 評 価 に 関 す る 報 告 書 や 安 全 に 関 す る
TECDOC（Technical Documents）などを取
りまとめているところである。
　IAEA の安全基準に基づく協力を基礎とし
て，各国の規制機関（幹部）が規制に関する
知識や経験の共有を図るフォーラム（RCF：
Regulatory Cooperation Forum）は，IAEA
の第 61 回総会（2017 年９月 22 日）の サイド
イベントとして，第８回会合を開催し，「SMR
に特化した許認可プロセス」をテーマとして
取り上げた。その後，技術会合やワークショッ
プなどの活動がパイロット・プロジェクトと
して行われ，2018 年１月には規制上の課題を
取り上げた報告書が作成された。今後，安全
要件設定に関して包括的な指導要綱も作成す
る模様である。
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●フルパッシブなど革新的な安全設計が期待され，

内蔵放射能が小さいことともあり，リスクの低減に

伴い合理的な安全基準の適用や防災計画エリアの縮

小などが可能（レジリエンス性が高い）。

●ほとんどを工場で組み上げる生産方式の採用が可

能となり，品質の維持・向上を達成しやすい。

●燃料取り換え不要，あるいは取替頻度を小さくす

ることにより，メンテナンスが容易となり，核セキュ

リティ上のメリットもある。

●電力需要が小さい地域や電力グリッドの未発達な

地域（途上国等）への普及が可能となる。

●熱供給と併せた活用の自由度が拡大する。

●初期投資が抑えられ，早期の投資回収，段階的な

容量増加など柔軟な選択が可能となり，電力自由化

市場に対応した経営戦略にマッチする。
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　また，IAEA の共同研究プロジェクト（CRP：
Coordinated Research Project）において，
SMR に関する研究が実施，あるいは計画され
ている。例えば，“Design and Performance 
Assessment of Passive Engineering Safety 
Features in Advanced Smal l Modular 
Reactors”が 2017 年 7 月に３年計画で開始さ
れ た。SMR の う ち， 特 に， 現 在 開 発 中 の
PWR 型のものを中心に検討されている。また，

“Development of Approaches for Determining 
Technical Basis for Emergency Planning Zone 

（EPZ） for SMR”が 2018 年から開始される予
定となっている。IAEA の革新的原子炉開発
プロジェクト（INPRO）においても，工場生
産型の SMR の普及に関するケーススタディが
実施されている。
　また，これまで軽水炉（軽水 / 重水）の技術
に関する検討を行う技術作業グループ（TWG-
LWR）が，革新炉や SMR も含めた検討を行っ
てきたが，SMR に関する検討を行うための技
術作業グループを新たに設置し，2018 年４月末
に第１回会合を開催した。上記の IAEA のプロ
グラムと連携を持って活動を行う予定である。

（２）経済協力開発機構 / 原子力機関

　OECD/NEA においても，加盟国の SMR へ
の関心の高まりを踏まえ，2016 年 12 月，報告
書“Small Modular Reactors：Nuclear Energy 
Market Potential for Near-term Deployment”（2）

を公表した。この中で，SMR の経済性評価を
行い，原子力市場への影響を分析し，将来の普
及予測を示している。また，米国とロシアを対
象としてケーススタディを行い，SMR の可能
性と課題を検討しており，それらの結果に基づ
き，提言等を取りまとめている。

５．各国の動向

（１）米国

　米国においては，原子力技術，原子力産業に
おけるリーダーとしての位置づけを維持するこ

とが，安全保障の観点からも不可欠との視点が
あり，SMR も含めた原子力技術開発への積極
的な取り組みが見られる。なお，英国やロシア
などと同様，軍事用原子炉の維持・開発ニーズ
があり，関連産業が存在している点は，日本と
異なる環境にあることに留意する必要がある。
米国議会下院は，2017 年 1 月，新型原子炉技
術の研究開発促進法案を可決，上院環境・公共
事業委員会で審議中である。法案では，原子力
発電における米国のリーダーシップ維持の観点
から，新型原子炉許認可を効率化するため，エ
ネルギー省（DOE）と原子力規制委員会（NRC）
が連携して取り組むことを求めている（３）。
　DOE においては，次世代革新炉としてガス
炉（NGNP）の開発支援を行ったが，民間との
共同開発のフェーズに移行できないまま，開
発は中断されている。現在は，SMR をはじめ
とする革新的原子力技術の早期導入に向けて，
特に，許認可プロセスの確立に向け産業界・
NRC と連携した取組みを行っている。具体的
な支援プログラムは，次のとおりである。
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●LTS（Licensing Technical Support program）： 

新しい原子力技術に関する許認可対応を支援する制

度。SMR は，革新的な炉型であり許認可リスクが大

きいことから，支援対象としており，NuScale の軽

水型 SMR が支援を受け，NRC の設計認証の審査を

受けているところ。

●GAIN（Gateway for Accelerated Innovation in 

Nuclear）： 産業界や大学・研究機関に対する革新技

術の研究を支援。DOEの国立研究所を活用。

●MEITNER（Modeling-Enhanced Innovations 

Trailblazing Nuclear Energy Reinvigoration）：

ARPA-E（エネルギー高等研究計画局）は，2017 年

10 月，大幅なコスト低減，安全でセキュリティ性に

優れた簡単運転，建設期間の劇的な短縮などを実現

するための革新的原子力技術を開発するためのプロ

ジェクトとして，MEITNER を立ち上げた。現在，

運搬可能で負荷追従可能なモジュール・ガス冷却炉

など 10 件の技術開発プロジェクトを選定，支援し

ている。

季報エネルギー総合工学

　DOE は，2017 年 1 月には，SMR も含めた
革新炉について，2030 年代の導入を目指した



開発・導入のビジョンと戦略を取りまとめ，
公表している。
　NRC は，DOE の支援を受け、アイダホ国立
研究所内で炉の建設を予定している Nuscale 社
の設計認証（炉の型式認証）申請を受理し審査
を進めており，2018 年４月に安全審査の第 1
フェーズが終了した。最後の第６フェーズは
2020 年９月に終了するというスケジュールを
公表している。その他，２件の SMR（BWXT 
mPower，SMR-160）について Pre-Application
が出されているが，いずれも軽水炉型であり，
既存の規制基準の延長上で対応可能と思われ
る。しかし，SMR に特有の課題もあるため，
10 数件に亘る課題（ソースタームの計算方法，
緊急時計画の要件など）を抽出して検討を行っ
ている。その多くは，軽水炉型 SMR のみなら
ず non-LWR 型にも適用されるものである。許
認可に関しては，これらの設計認証申請のほ
か，TVA 社が Clinch River Nuclear サイトに
複数の SMR を設置するとの 早期立地許可

（Early Site Permit）を申請しており，安全面
と環境面の審査が平行して進められている。
2019 年８月に審査を終了するとのスケジュー
ルが公表されている（４）。なお，NRC は，出
力 30 万 kW 以下の軽水炉を SMR と定義して
おり，非軽水炉型の炉は，出力に関係なく
non-LWR 型の革新炉とのくくりで取り扱うな
ど，用語については，注意が必要である。
　政府における SMR 関連の取り組みは，これ
以外にも米航空宇宙局（NASA）において行
われている。NASA は，出力 10 kW で 10 年
の連続運転可能な超小型原子炉（Kilopower）
を太陽エネルギーが利用できない宇宙空間で
のエネルギー源とするため，DOE の協力を得
て開発すべく取り組んでおり，2018 年５月，
宇宙での利用が可能であることを実証したと
発表している。
　このような政府の動きの背景には，SMR を
巡る産業界の活発な動きがある。SMR 設計の
商業化を進めている米国企業 14 社が連合して
業界団体「SMR START」を創設し，米国で

開発される SMR の国内建設と将来的な輸出を
加速するには，官民の連携が不可欠であると
連邦政府に訴える声明文を発表するなど，
DOE をはじめとする政府，議会等への働きか
けを行っている。「原子力イノベーション連合

（NIA）」は，原子力分野の技術革新と革新炉
の商業化を提唱する技術者，学者，企業・投
資家，環境保護団体などの連合組織であるが，
2017 年 10 月 11 日，政府に対して SMR の開発・
商業活動に対して支援を呼びかける報告書を
取りまとめた（５）。この報告書では，コスト
面も含めた SMR の優位性や，再生可能エネル
ギーと組み合わせた電力システムの構築可能
性，などをアピールするとともに，許認可や
税制面など，技術開発後の競争条件整備を求
める提言が盛り込まれている。
　なお，原子力機器の製造技術が衰退してい
る状況を転換し，原子力産業を復活させるべ
く，先進的製造技術に取り組む「先進的原子
力製造センター（CANM）」を発足させるなど，
積極的な取り組みも進められており，NuScale
社の内蔵型蒸気発生器の開発もここで実施予
定とのことである。
　具体的な革新炉への取り組みは，Nuscale 社
などの軽水炉型の SMR だけに留まらない。
ARC ニュークリア社（aSMR，GEH（PRISM）
と連携），TerraPower 社（TWR：進行波炉），
Transatomic Power 社（溶融塩炉）などの 
non-LWR，さらには Tri Alpha Energy 社の核
融合炉など，ベンチャー企業による革新技術
開発への挑戦が行われており，それらに民間
資金が投入されていることに驚かされる。

（２）英国

　英国は，マグノックス炉の運転終了と石炭
火力の低減方針のもと，それらを代替する電
源として，ホライズン社などによるヒンクリー
ポイントでの大型軽水炉の新設を早期に実現
させるべく取り組んできている。しかし，こ
れらのプラントはいずれも海外のベンダーに
よる事業であり，国内の原子力産業の振興の
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観点から SMR の開発を求める声が，議会，政
府，研究機関，産業界から挙がってきている。
　2014 年，国立原子力研究所（NNL） は，政
府からの委託を受け，SMR の市場性や技術に
関するフィージビリティスタディ（FS）を実
施し報告書を取りまとめた（６）。その中で，有
望 な 技 術 と し て ４ 種 類 の SMR （ACP100， 
NuScale ，mPower， Westinghouse SMR）を
選定している。英国の官民連携シンクタンク，
エネルギー技術研究所（ETI）は，2016 年９月，
2030 年までに SMR を開発するための政策的
な取組等に関する報告書を公表し，熱電供給
システムとしての利用を推奨している。
　このような動きの中，キャメロン政権（財
務相はジョージ・オズボーン）の下，ビジネス・
エネルギー・産業戦略省（BEIS：Department 
for Business, Energy & Industrial Strategy）
は，原子力の革新的技術開発において英国が
リーダーシップをとるための施策の一環とし
て，SMR の開発と商業化および資金調達に対
する市場の関心を正確に把握するため，SMR
コンペ（フェーズ１）を 2016 年３月に開始，
2016 年秋までにフェーズ１を終えるとのスケ
ジュールが示されていた。しかし，締め切り
を過ぎても政府からの正式な発表はなく，こ
のような政府の対応を踏まえ，2017 年５月に
は，議会上院・科学技術委員会が，報告書

“Nuclear research and technology: Breaking 
the cycle of indecision”（７）において，原子力
産業の振興に向けて政府が必要な決断を行う
必要性を指摘し，研究開発支援の拡大，第４
世代炉開発（GEN-IV）への参加，NNL への
資金供与などを求めた。また，SMR コンペの
工程が守られていない点に，戦略決定ができ
ない政府の問題が表れているとも指摘してい
る。なお，SMR を巡っては，これまで議会下
院から開発支援を行う前に市場性を確認すべ
きとの指摘もなされていた。
　現在のメイ政権が SMR に対してどのような
対応を取るのか注目されていたが，2017 年 12
月７日，「SMR コンペ（フェーズ１）」が終了し

たことが公表された。関心表明を行った 33 の
組織とプロジェクトの名前が示されたが，
フェーズ１の次のステップが特段計画されてい
ないことも明らかとなった。その一方，BEIS は，
同日付で，革新的原子力技術の開発に資金供与

（2016 年 11 月に開始された幅広い革新原子力技
術開発支援の第２フェーズ）を開始する旨公表
した。安全・セキュリティ技術，核燃料技術が
その対象となる。これと併せて，SMR を含め
た革新モジュール炉について，規制機関の審査
能力の向上を図ると共に，８程度のベンダーに
対し，炉の技術的・経済的実現可能性調査を支
援し，その結果，有望な３～４程度のベンダー
に対し，開発促進のための資金支援をさらに実
施するとの方針を示した。
　産業界は，軍事用の小型原子炉技術を持つ
ロールスロイス社を中心に，積極的に SMR の
開発を進め国内のサプライチェーンと雇用の創
出を図る必要があると主張し，政府に対して働
きかけが行われている。なお，国際市場を目指
すには，英国企業のみでは困難であり，海外企
業との連携が必要とされている。製造技術の開
発のため，2017 年７月，「原子力先端製造研究
センター（Nuclear AMRC）」が開設されている。

（３）カナダ

　カナダにおいては，政府系研究機関を中心
として，SMR 実現に向けた取り組みが行われ
ている。特徴的な点は，規制機関において，
多くの SMR のベンダーから設計に対する事前
審査サービスへの申し込みを受け，審査が進
められていることである。
　 カ ナ ダ 原 子 力 研 究 所（CNL：Canadian 
Nuclear Laboratories）は，SMR 技術を優先研
究課題に位置付け，Chalk River サイトにおい
て 2026 年までに商業炉としての成立性を示す
ことを目標としている。2017 年６月，ベンダー
や研究者やユーザー等に対し SMR に対する関
心表明を求めた。８月９日に応募は締め切られ
たが，世界各地から 80 件（381 機関・個人）の
関心表明があり，日本からも１件あった模様で
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終了しフェーズ２に向けて調整中，３件が
フェーズ１を実施中，１件がフェーズ１を中
断，５件が審査に向けて調整中である。
　議会の天然資源委員会は，2017 年６月，『岐
路にある原子力セクター』と題するレポート
をまとめた。同レポートでは，SMR について
も言及し，SMR 開発へ向けた政府の支援を勧
告しており，SMR の推進に前向きである。
　また，広大な地域を抱えた州政府も独自の検
討を行っている。オンタリオ州エネルギー省

（Ontario Ministry of Energy）は，北部遠隔地
の 鉱 山 地 域 に 設 置 可 能 な SMR に つ い て，　
HATCH 社に FS を依頼し，2016 年６月，報
告書が取りまとめられた。現在，鉱山地域など
では，ディーゼルによる発電が行われている
が，それに対して，SMR は，熱供給も可能で
あり，期待がもたれている。HATCH 社の報
告書では，まず，ショートリストにおいて９つ
の SMR 技術に絞り込んだ後，ナトリウム冷却
高速炉（SFR），鉛冷却高速炉システム（LFR），
２タイプのガス冷却炉（GCR）の４技術が利
用に適したものとして取り上げられている。

ある。応募者が開発中の革新炉は，様々な炉型
に亘っており，核融合炉も含め 21 に上っている。
CNL は，提出された情報を基に，SMR の特性
やカナダでの開発の可能性を分析し，2017 年 10
月にサマリーレポートを公表した（８）。CNL は，
このレポートを踏まえ，2018 年４月 17 日，
AECL（Atomic Energy of Canada Ltd.）社のサ
イトに建設する SMR の提案募集を開始した。
2018 年 6 月 11 日に応募は締め切られたが，今後，
炉型選択等がどのように進むのか注目される。
　規制機関であるカナダ原子力安全委員会

（C N S C：C a n a d i a n  N u c l e a r  S a f e t y 
Commission）は，正式な許認可手続きとは異
なるサービスとしてベンダーに対する原子炉設
計の事前審査（Pre-Licensing Vendor Design 
Review）を行っている。フェーズ１において，
設計が規制基準全般に亘り適合しているかを評
価（12 ～ 18 カ月），フェーズ２において，許
認可上障害となり得る点を同定する詳細な評価

（約 24 カ月）が行われる。表１に示すとおり，
2018 年６月時点で，SMR10 件が申請されてお
り，２件の軽水炉以外の８件が非軽水炉型
SMR となっている。既に１件はフェーズ１を
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表１　CNSC における Pre-Licensing Vendor Design Review の状況一覧（2018 年 6 月現在）（9）

終了

開発者 炉の名称（炉型） 出力 (MW-e) 申請
フェーズ 評価開始日 評価状況

StarCore Nuclear StarCore Module （高温ガス炉）

200

50

5 ～ 10

25 以下
（種々の出力レベル）

3

100

4

300

160

10

1

2

2

1

2

1

2

1

1

1 & 2

1 & 2

1

2016 年 4月

2018 年夏（未定）

2018 年半ば（未定）

2016 年 12月

2018 年夏（未定）

未定

2017 年 1月

2017 年秋

2018 年春（暫定）

2017 年 12月

未定

未定

協定調整中

協定調整中

協定調整中

協定調整中

実施中

ベンダーの要請で保留

実施中

実施中

協定調整中

協定調整中

協定調整中

Terrestrial Energy Inc. IMSR （改良型溶融塩炉）

NuScale Power, LLC NuScale Integral PWR （軽水炉）

Ultra Safe Nuclear Corp. /
Global First Power MMR-5，MMR-10 （高温ガス炉）

Westinghouse Electric
Company, LLC

eVinci Micro Reactor Solid core 
and heat pipes （ヒートパイプ炉）

LeadCold Nuclear Inc.

Advanced Reactor
Concepts Ltd.

URENCO

Moltex Energy

SMR, LLC.
（A Holtec International Co.）

SEALER （溶融鉛炉）

ARC-100 （液体ナトリウム炉）

U-Battery （高温ガス炉）

Moltex Energy Stable Salt Reactor
（溶融鉛炉）

SMR-160 （加圧軽水炉）

（出所：CNSC の公開情報を基に作成）



（４）その他の国々

　上記以外の国においても，SMR を巡って下
記のような動きがある。

が低下するとの本質的な問題を抱えている。
当然，小型化に伴う，安全系の簡素化，運営
体制の合理化などのコスト削減メリットが想
定されるが，同一設計で数多くの製造を行う
量産効果が必要となると考えられる。なお，
電力自由化の環境下においては，投資リスク
の縮小が求められ，少ない投資で早期に資金
回収が図れるとのメリットとの関係から，経
済性の低下が相殺される面もある。また，核
燃料サイクルが既存のインフラを活用できる
か否かも大きく影響する。
　経済性に関して，OECD/NEA の報告書

“Small Modular Reactors: Nuclear Energy 
Market Potential for Near-term Deployment”
で分析が行われており，その結果に基づき以
下のような普及予測等が行われている。
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●アルゼンチンは，研究炉の開発・建設経験を活か

し，発電または海水淡水化等に用いる PWR 型 SMR

（CAREM-25）を建設中である。

●中国においては，精華大が中心となりぺブルベッ

ドHTGR型 SMRの開発が進められている。

●韓国は，未来創造科学部（MSIP）主導でシステ

ム一体型・先進モジュール炉（SMART）を輸出プ

ラントとすべく，開発を進めている。

●上記のほか，ロシアや中国においては，舶用原子

炉技術をベースとして浮揚式原子力発電所 （ロシア：

KLT-40S，中国：ACPR50S）を建設している。

●これらの国に加え，ウクライナは，ホルテック社

の SMR-160 を国内建設と国産化を計画している。イ

ンドネシアは，インドやロシア，中国と高温ガス炉

等の共同開発を計画，サウジアラビアは，アルゼン

チン（CAREM）や韓国（SMART），中国（高温ガス炉）

から SMRの導入を計画している。

　以上のように，原子力発電（あるいは熱供給）
施設の導入が未経験の国も含め，SMR を巡っ
て様々な動きがみられる。
　なお，日本においては，過去に SMR の開発
を積極的に進めていた例があるが，現在は，
ほとんどが中断している。今後，国際的な動
向を注視し世界市場を目指した取り組みを期
待したい。

６．SMR の課題と求められる対応

　国際的に SMR への期待が高まっていること
は確かであるが，SMR は，実現までに解決す
べき課題も多く抱えている。それらのうち，特
に，主要な課題を記す。技術と併せて，ビジネ
スモデルの革新も必要になると考えられる。

（１）経済性

　従来，より大規模な出力を持った原子炉を
開発することにより，スケールメリットを実
現しコスト削減を図ってきた。出力の低減は，
その方向に反するアプローチであり，経済性

●部分負荷 60 ～ 85% の範囲では，SMR( 成熟機 ) が

最も安価との分析。

●将来，化石燃料に替わり調整電源としての利用も

考えられる。

●SMR の設備容量に関して，2035 年時点における，

世界の地域別に予測。

●High ケースでは，新規に建設される原子炉の 9％，

21GWe。

●Low ケースでは，大幅に低下し，1GWe にも達し

ない。地域もほぼ北米と南アジアに限られている。

●条件が不確定なため，予測が困難な状況と考えら

れる。

　図１に年間の稼働時間とコストの関係にお
けるコスト比較を、図２に世界の原子力の予
測を示す。

（２）許認可

　現行の軽水炉については，多くの許認可経
験が規制側，事業者側ともに積み上げられて
きているが，それでも，新設炉の審査には多
くの時間とリソースが費やされている。SMR
の場合，軽水炉であっても革新的な設計がな
されるなど，従来と異なる設計思想や技術が
適用されており，許認可に要する負担が膨大
なものとなるリスクがある。少ない投資と時



間で実現し得ることに優位性を持つはずの
SMR がかえって，大型炉以上に規制上の負担
を求められる可能性があるわけである。
　IAEA においては，このような懸念に対応
する観点から，規制上の課題についての検討
が 進 め ら れ て き て お り， 既 に，Graded 
Approach（重要度による意思決定） の適用の
あり方，深層防護の適用のあり方，EPZ（防
災対策を重点的に充実すべき地域の範囲）の
考え方など，問題となる点について整理を行っ
ており，今後の議論に期待したい。
　なお，現在，国際標準炉とされ，複数の国
の規制機関が審査を行っている炉に関しては，

国際的な組織として多国間設計評価プログラ
ム（MDEP： Multinational Design Evaluation 
Programme）が設立され，規制経験を国際的
に共有するシステムが活用されている。SMR
に関しても，MDEP の枠組みを参考として，
特定の国の経験を各国の規制機関が迅速に共
有する国際的な仕組みが求められる。特に，
現在 SMR の審査に携わっている米国，カナダ
の経験の共有が期待される。

（３）製造技術

　SMR は，小型でモジュール生産型であるこ
とから，これまでの立地場所で建設を行う大型
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 図１　稼働時間による費用の比較
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 図 2　2035 年における世界の SMR 設備容量の予測（地域別）

（出所：OECD/NEA, “Small Modular Reactors: Nuclear Energy Market Potential for Near-term Deployment,”2016）

（出所：前掲書を基に作成）



炉とは異なる工場生産型に移行していくと考
えられる。このため，製造技術についても，低
価格汎用品の活用拡大，廃止措置・核燃料の
バックエンドの取り扱いの革新など，従来の手
法・技術にとらわれない検討が必要である。
　特に，これまでの原子力技術開発において
は，効率性を追求する視点から，温度条件を
より厳しくするなど全般に亘り，より高度な
技術を求める傾向があった。しかし，SMR の
開発においては，既存の定着した技術と組み
合わせるなどの取り組みも必要である。

（４）FOAK の実現

　SMR の今後の可能性の検討を困難にしてい
る最大の要因は，まだ１基も具体的に建設さ

れていないことである。このため，最初の炉
（FOAK：First of a kind）の実現が期待され
ることとなるが，米国およびカナダが早期の
SMR 実証炉の建設に向けて進んでいる。DOE
のビジョンでは，図３に示すように，2030 年
までに実証炉の運転実績を積み，2030 年代に
商用炉の運転を開始するとのスケジュールが
示されている。
　さらに 21 世紀までの米国における電力需給
を展望し，産業用熱供給から輸送部門の需要
にも対応するため，2050 年までに原子力の容
量を現在の倍に拡大する必要があると見てい
る。その電力供給のため，図４に示すように，
大型軽水炉，SMR，第４世代炉が組み合わさっ
て利用されると想定している。
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 図 3　DOE が描く革新炉の開発導入スケジュール
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７．結び

　これまで，世界の主要なベンダーは，大型の
原子力発電炉の開発を進めてきており，SMR
の実現可能性については，懐疑的な見方が付き
まとっている。IAEA や NEA の報告書におい
ても，まだ，1 基も実稼働していない状況にお
いて，言わばカタログのみで今後の市場への適
合性を判断するのは難しいとしている。
　一方，数年前の時点からは，状況が変化し
てきていることも事実であり，2013 年に SMR
への期待に疑問を呈するレポートを出した「憂
慮する科学者同盟（UCS：Union of Concerned 
Scientists）」もその後，SMR を巡る現在の国
際的な動向については，特段の発言をしてい
ない。
　各国において積極的に SMR の開発に向けた
動きがあることを概観したが，SMR は，前述
の課題に対応し，自由化市場の中で普及が始
まった場合，脱炭素社会の需要，スマートグ
リッドやデジタルグリッドの進展，より高い安
全性（より低い放射性物質拡散リスク）を求め
る社会的要求との親和性，などの観点から，大
型炉と共存する形で世界に普及する可能性が
あると考えられる。筆者は，原稿の校正中（６
月下旬），パリで開催された WNE2018 に参加
したが，その際，EDF の SMR や，GE-Hitachi
の BWRX300（ 沸 騰 水 型 SMR） を は じ め，
SMR に対する新たな取り組みが多く紹介され
ていた。開会挨拶を行った IAEA の天野事務
局長も，今後 SMR がアジア等途上国での電力
供給に貢献するとの期待を表明した。
　IAE においては，従来から大型の発電炉で
ある次世代軽水炉の開発を進めてきており，そ
のニーズは今後の新設・リプレースにおいて続
くものと考え，国内のメーカー，電力各社と協
力して引き続き開発に携わっている。しかしな
がら，筆者は，同時に，「エネルギーの未来を
拓くのは技術である」との視点から，技術開発
に挑戦して行くことが重要と考えており，わが
国が長年培ってきた優れた原子力技術を生か

し，SMR の開発にも取り組んでいくことを期
待したい。その中で，世界をリードする人材の
維持・育成も行われていくものと考える。
　なお，わが国のエネルギー需給における原
子力の役割については，「第 5 次エネルギー基
本計画案」に示されており，SMR を含めた技
術開発の重要性についても言及されているが，
必ずしも国内のエネルギー供給と直結しない
面もあり，エネルギー基本計画の枠内で議論
を完結できない側面がある。産業政策の視点
を入れつつ，世界のエネルギー問題にどのよ
うに貢献するかといった，よりグローバルな
視点での取り組みが必要と思われる。
　このような視点に立つと，世界市場を志向
する日本のベンダーの積極的な取り組みが不
可欠であり，海外ベンチャーとの連携も含め，
柔軟な対応を期待したい。
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１．はじめに

　近年，国内外における原子力施設の廃止措
置の増加に伴い，安全で効率的な廃止措置

（decommissioning）に向けた検討が国際原子
力機関（IAEA）や経済協力開発機構／原子力
機関（OECD/NEA）などの国際機関を始め，
欧米各国で積極的に行われている。
　わが国においても，廃止措置に係るワーク
ショップが国内外からの参加者を得て開催さ
れている。そこでは，安全確保の在り方や効
果的かつ効率的な廃止措置の実施などが議論
されている。
　本稿では，廃止措置の特徴を踏まえ，安全
要件の在り方について，最近の IAEA の取組
みとわが国の取組みについて紹介する。

２．廃止措置を取り巻く環境

（１）国内外の原子力発電所の廃止措置の実施

状況

わが国の原子力発電所の廃止措置は，日本原
子力研究所（現・日本原子力研究開発機構）の
動力試験炉（JPDR：Japan Power Demonstra-
tion Reactor）で初めて実施された。1982 年に
解体届が提出され，1996 年に解体が終了した。
そこで，廃止措置がおおむね既存技術で実施で
きることが実証された。
　わが国における原子力発電所の廃止措置の
現状を表１に示す。廃止措置が完了した JPDR
のほかに，現在，東海発電所を始めとする 11
プラントが廃止措置中であり，３プラントが
廃止措置準備中である。また，図１に示す通り，

［調査研究報告］

原子力発電所の廃止措置安全要件に係る最近の動向に
ついて

原子力工学センター
参事堀川　義彦
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プラント 運転者 炉型 電気出力
（MW）

営業運転
開始日 廃止日 廃止措置の

状態

JPDR

東海

ふげん

浜岡 -1

浜岡 -2

敦賀 -1

美浜 -1

美浜 -2

玄海 -1

島根 -1

伊方 -1

もんじゅ

大飯 -1

大飯 -2

伊方 -2

日本原子力研究開発機構

日本原子力発電

日本原子力研究開発機構

中部電力

中部電力

日本原子力発電

関西電力

関西電力

九州電力

中国電力

四国電力

日本原子力研究開発機構

関西電力

関西電力

四国電力

BWR

GCR

ATR

BWR

BWR

BWR

PWR

PWR

PWR

BWR

PWR

FBR

PWR

PWR

PWR

13

166

165

540

840

357

340

500

559

460

566

280

1175

1175

566

1965.03.15

1966.07.25

1979.03.20

1976.03.17

1978.11.29

1970.03.14

1970.11.28

1972.07.25

1975.10.15

1974.03.29

1977.09.30

1991.05.18

1979.03.27

1979.12.05

1982.03.19

1976.03.18

1998.03.31

2003.03.29

2009.01.30

2009.01.30

2015.04.27

2015.04.27

2015.04.27

2015.04.27

2015.04.30

2016.05.10

2016.12.21

2018.03.01

2018.03.01

2018.05.23

完了

実施中

準備中

表１　わが国の廃止措置プラントの現状



現在実施中のプラントの廃止措置工程は 24 ～
40 年間を要する計画となっている。
　一方，原子力発電所の廃止措置は世界各地
で行われており，図２に示す通り，本年５月
末時点で 168 基に達している。しかし，廃止
措置が終了したプラント数は，米国の 13 基，
ドイツの３基，わが国の JPDR １基にとどまっ
ている。このように，廃止措置の完遂を目指
すプラント数は，国内外を含めまだ多く存在
する。したがって，廃止措置を安全に効果的，
効率的に行うには，これまでに得られた経験，
教訓を反映することが重要となる。
　このような状況を踏まえ，IAEA，OECD/
NEA などの国際機関では，廃止措置に伴うリ

スク，廃止措置で発生する大量の放射性廃棄
物，廃止措置の実施コストなどの最適化を考
慮して，廃止措置の戦略策定，計画立案，実施・
終了確認についての検討が進められており，
各種提言がなされている。

（２）廃止措置とは

　廃止措置とは，「核原料物質，核燃料物質及
び原子炉の規制に関する法律」（以下「炉規法」）
の規制の下で運転をしていた原子炉や燃料サ
イクル施設等の原子力施設が，その運転を永
久に停止し，機能を停止させ，安全な状態に
置かれるための措置である。基本的には図３

のプロセスで行われる。
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図１　国内原子力プラントの廃止措置スケジュール

1980 年 2030 年2020 年2010 年2000 年1990 年

JPDR（1982 年解体届～1996 年解体終了）15年間

東海発電所（2001 年～2025 年） 25年間

ふげん（2008 年～2033 年） 26年間

浜岡 1, 2 号（2009 年～2036 年） 28年間

敦賀 1号（2017 年～2041 年） 24年間

美浜 1, 2 号（2017 年～2047 年） 30年間

島根 1号（2017 年～2047 年） 30年間

玄海 1号（2017 年～2045 年） 28年間

伊方 1号（2017 年～2057 年） 40年間

もんじゅ（2018 年～2047 年） 30年間

（注）特定原子力施設である福島第一原子力発電所１～６号は除く。



るいは技術的な要因などが挙げられるが，わ
が国では，福島第一原子力発電所事故による
場合を除けば，経済的な理由によるものであ
る。
　廃止措置の方策は，①即時解体，②遅延解
体（安全貯蔵後，解体），③遮へい隔離に分け
られる。即時解体とは，施設の運転停止後，
現実的な範囲で解体が速やかに行われること
である。遅延解体とは，運転停止後数年から
数十年の安全貯蔵の後に解体が行われること
である。一方，遮へい隔離とは，放射性物質
が十分に減衰するまで長期に亘って遮へいし，
隔離することである。しかし，最近では，
IAEA を始め国際機関は，遮へい隔離を廃止
措置戦略とみなしておらず，計画的に最終的
な運転停止を行った施設の選択肢としては考
えられていない。

（３）廃止措置の特徴

　原子力発電所は，ウランを核分裂させて得
られた熱エネルギーを電気に変換して供給す
る設備であり，電力の安定供給を長期に亘っ
て行うことを使命としている。
　使命遂行中である運転段階，使命を終えた
設備を限られた期間内に安全に解体撤去する
廃止措置段階では，要求される安全機能と行
動様式・考え方（カルチャー）が全く異なる。
運転段階と廃止措置段階を表２で比較した。
運転段階で要求される安全機能は，「止める」，

「冷やす」，「閉じ込める」であり，また，職員
のマインドは，基本的に電力安定供給を維持
するに必要な運転カルチャーに適応するもの
となる。一方，廃止措置段階で，燃料搬出ま
でに要求される安全機能は「冷やす」，「閉じ
込める」であり，燃料搬出後に要求される安
全機能は「閉じ込める」である。また，職員
のマインドは，安全を前提に，限られた資源
と工程のなかで廃止措置を完遂させる廃止措
置カルチャーに適応することが要求される。
　また，図４に示す通り，運転段階から廃止
措置プロセスに進むにつれ，放射線リスクと
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プラントの運転機能の永久停止

保有する核燃料物質の搬出・譲渡

核燃料物質による汚染の除去

機器・施設の解体撤去

核燃料物質または核燃料物質によって汚染された物の廃棄

終了の確認

図３　一般的な廃止措置プロセス

　原子力発電所の廃止措置では，最終的には
炉規法の規制の終了に必要なレベル（＝以後
の規制が不要なレベル）まで，発電所内に残っ
ている放射性物質を減少させ，周辺公衆への
放射線被ばくのリスクを安全で合理的なレベ
ルまで減少させる。
　換言すれば，廃止措置とは，①放射性物質
という「リスク」を内包しているシステムを
解体し，② 放射性物質を廃棄もしくは管理下
におくとともに，③発電所自体からは，放射
性物質による被ばくもしくは汚染のリスクを
無くすこと，である。
　IAEA が発行している用語集では，廃止措
置を「原子力施設または放射性物質を取り扱
う施設において，規制管理の一部，もしくは
全てを撤廃する許可を得るために行われる事
務的および技術的作業」と定義されている。
廃止措置の主目的は，原子力施設もしくは放
射性物質を扱う施設で運転中に使用された放
射性物質並びに非放射性物質を，体系的に撤
去し，施設やサイトを規制管理から解放する
ことである。この際に重要なことは，作業従
事者の安全と一般公衆および環境の防護が確
保されることである。
　施設は，その役目を終えることにより廃止
措置が行われるが，そのほかに種々の理由に
より計画運転期間に到達する前に運転を停止
し廃止措置が行われることもある。施設の早
期停止の理由には，経済的な要因や規制上あ



作業リスクが変化していく。すなわち，運転
段階から燃料搬出をすると，それまで支配的
であった放射線リスクは大幅に低減し，その
後の解体作業準備段階では，産業リスクより
低くなる。機器，設備の解体作業が始まると，
放射線源との距離も短くなること，放射線下
作業等による潜在的放射線リスクの上昇，ま
た，高所作業，切断作業等による潜在的産業
リスク上昇が生じる。この段階以降は，放射
線源が徐々に除去・撤去されていくことから，
リスクとしては放射線リスクより，産業リス
クの方が支配的となるが，廃止措置作業が進
行するにつれて，いずれも低下して自然界の
リスクに近づく。
　運転段階に比べて廃止措置段階でのリスク
が大幅に低減すること，また，燃料搬出後は，
放射線リスクより産業リスクの方が支配的と
なることから，廃止措置で重要なことは，産
業リスク対策を適切に講じることである。

３．原子力施設に求められる廃止措置の
　安全要件への取組

（１）　IAEA の安全基準体系

　前述のように，原子炉の運転中，安全確保
のために要求される主な機能は，「止める」，「冷
やす」，「閉じ込める」である。これに対し，
廃止措置段階（燃料搬出後）では，施設内の
放射性物質の「閉じ込め」や放射線の遮へい
が主な機能となる。具体的には，次の事項が
重要となる。
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項　　目

組織体制

安全管理

管理目標

教育・訓練

雇用形態

規則

リスク

作業の焦点

作業活動

作業環境

外部とのコミュニケーション

放射線管理

高放射線 /汚染地域へのアクセス

廃棄物搬出量

汚染物質の核種組成

廃　止　措　置　時運　転　時

・恒久的で安定した体制への信頼

・通常運転に基づいた安全管理

・生産性重視の管理目標

・日常訓練と再訓練

・日常的な目標達成に向け活動する常勤雇用

・確立した規制

・原子力・放射線の潜在的リスクが大きい。

・システムの機能に焦点を当てる。

・繰り返しの作業

・これまでの実績から周知

・外部関係者との日常的なコミュニケーション

・放射線 /汚染レベルは低い。

・比較的重要ではない場合もある。

・高放射線 /汚染エリアへのアクセスはほとんどないか短期間

・オフサイトに搬出される物質の量はほぼ日常的に点綴される。

・同位体組成は比較的安定

・暫定的な組織体制の導入

・廃止措置作業に基づいた安全管理

・プロジェクト重視の管理目標

・新しい活動や技能や専門的な請負業者のためのスタッフの再訓練

・期限が限られている雇用－スタッフの作業目標の方向転換

・規制の焦点の変更

・原子力リスクの減少。放射線リスクの質の変化，潜在的に重要な産業リスク

・物質および放射線インベントリの管理に重点を置く。（例えば，廃棄物の最小化）

・単発的な作業

・未知の環境が生じる場合もある。

・作業状況等の変化に応じたコミュニケーション

・放射線 /汚染レベルは低い。

・クリアランスは重要

・高放射線 /汚染エリアへのアクセスは日常的にあり，長期間に及ぶ。

・オフサイトに搬出される物質の量は大量。

・同位体組成は時間とともに変化する。

表２　プラント運転時と廃炉時の相違点

図４　運転から廃止措置に至る期間での放射線リスクと産業リスクの変移

●解体中における保安のために必要な原子炉施設の

適切な維持管理の方法

●一般公衆及び放射線業務従事者の放射線被ばくの

低減策

●放射性廃棄物の処理等の方法

　使命が終了した原子力施設の廃止措置が各
国共通の重要課題であることから，IAEA は，



廃止措置に必要な技術や規制等の検討や情報
を整理している。具体的には，廃止措置の「安
全基準の整備」，「廃止措置の技術・経験の取
りまとめ」などの活動がある。このうち「安
全基準の整備」については，原子力活動の安
全な終了に係る指針や基準の作成を主要な課
題とし，廃止措置や放射性廃棄物処理処分に
関する検討が実施されてきた。　
　IAEA の安全上の目的は，人と環境を放射
線の有害な影響から防護することである。そ
の目的を達成するために，安全原則として「基
本安全原則（Fundamental Safety Principles：

SF-1）」が 2006 年に発行された。
　IAEA による原子力施設の安全の枠組みは，
図５に示すとおり，安全原則（SF），一般安全
要件（GSR），個別安全要件（SSR）で構成さ
れる。SF では，防護と安全の目的，概念およ
び 10 原則を提示し，GSR の基礎を規定してい
る。また，GSR では，安全確保のために満さ
れなければならない要件を規定している。SSR
では，要件を満たすための措置，条件，手続
きを提示している。
　図６に示す IAEA の長期構想の下，各レベ
ルにおける文書の整備が進められてきている。
GSR「Part ６　施設の廃止措置」（2014 年），
GSG「WS-G-5.2 放射性物質を用いた施設の廃
止措置のための安全評価」（2008 年），SSG

「WS-G-2.1　原子力発電所と研究炉の廃止措置」
（1999 年）と SSG「WS-G-2.4　核燃料サイクル
施設の廃止措置」（2001 年）が刊行された。現在，
２つの SSG 文書を統合するとともに最新の廃
止措置知見を反映する「SSG-47　原子力発電
所，研究炉及びその他の核燃料サイクル施設の
廃止措置」の制定に向け手続き中である。

（２）廃止措置の IAEA 一般安全要件

　GSR 「Part ６　施設の廃止措置」（2014 年）
は，表３に示すように，原子力発電所を含む
放射性物質を使用する施設を対象に，廃止措
置の立地・設計から，廃止措置の計画立案時・

− 34 − 季報エネルギー総合工学

図５　IAEA の安全基準の体系

安全原則
基本安全原則

安全指針群

一般安全要件

Part 1  政府，法律及び規制の安全に対する枠組み
Part 2  安全に対するリーダシップとマネジメント
Part 3  放射線防護と放射線源の安全
Part 4  施設と活動に対する安全評価
Part 5  放射性廃棄物の処分前管理
Part 6  廃止措置の活動の終了
Part 7  緊急時の準備と対応

個別安全要件

1.  原子炉等施設の立地評価
2.  原子力発電所の安全
　2.1  設計及び建設
　2.2  試運転及び運転
3.  研究炉の安全
4.  核燃料サイクル施設の安全
5.  放射性廃棄物処分施設の安全
6.  放射性物質の安全輸送

図６　IAEA 安全基準シリーズの構想



く，リスクに見合った資源投資，すなわち，
リスクの大きいところに，より資源を多く安
全対策として投入を，また，リスクの低いと
ころはそれに応じた投資を行うことが重要で
ある。これは，「要件２　廃止措置におけるグ
レーデッドアプローチ」が意図することであ
る。この安全要件は，安全の一義的責任を有
する許認可取得者（要件６）は当然のことと
して，廃止措置に係わるすべてのものは規制
機関（要件５）も含めて適用されることとさ
れている。
　また，廃止措置のマネジメントは，同様に，
安全の一義的責任者である許認可取得者だけ
でなく，規制機関にも適用される。
　なお，GSR Part 6 の一般安全要件の下，よ
り具体的な「勧告と指導」として，原子力発
電所，研究炉及びその他の核燃料サイクル施
設を対象とした個別安全指針「SSG-47」が近
く発行される予定である。

実施時・認可終了時に，人と環境の防護のた
めに満たされるべき安全要件を規定している。
　GSR Part ６では，表４に示すように，施設
のライフサイクルにわたって，計画立案，実施，
終了に必要，または関係する分野を８つのカ
テゴリーに分け，15 要件の GRS を規定してい
る。カテゴリー１〜５は，廃止措置全体に係
わることで，カテゴリー６〜８は，廃止措置
プロセスに応じて必要とされる安全要件であ
る。
　前記「２（３）」で述べた廃止措置の特徴を
勘案すると，燃料搬出後には，リスクが大き
く低減し，その後解体作業が始まるとともに
一時的にリスクが上昇するものの，解体作業
が進むにつれリスクが低下していく。廃止措
置段階では，安全を前提に，限られた資源と
工程のなかで廃止措置を完遂させることが重
要であることから，安全確保を前提に，限ら
れた資源を一様に安全対策に投じるのではな
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人の防護と環境防護

廃止措置に係る責任

廃止措置のマネジメント
廃止措置の戦略
廃止措置の資金調達

存続期間中の廃止措置の計画立案

廃止措置の実施

廃止措置活動の完了と廃止措置認可の終了

要件  1 ：廃止措置における防護及び安全の最適化
要件  2 ：廃止措置におけるグレーデッドアプローチ
要件  3：廃止措置のための安全評価
要件  4  ：廃止措置における政府の責任
要件  5 ：廃止措置における規制機関の責任
要件  6 ：廃止措置における認可取得者の責任
要件  7 ：廃止措置の統合マネジメントシステム
要件  8 ：廃止措置戦略の選択
要件  9 ：廃止措置の資金調達
要件 10：廃止措置の計画立案
要件 11：最終廃止措置計画
要件 12：廃止措置活動の実施
要件 13：廃止措置のための緊急時対応の手配
要件 14：廃止措置における放射性廃棄物管理
要件 15：廃止措置活動の完了と廃止措置認可の終了

１

2

3
4
5

6

7

8

カテゴリー 一般安全要件

表４　GSR 「Part 6　施設の廃止措置」の内容

施　設

原子力発電所

研究炉

核燃料サイクル施設

核燃料サイクル施設に由来しない廃棄物の処理および貯蔵のための施設

自然起源放射性物質（NORM）を処理するための施設

関連する医療施設，産業施設および研究施設

適用除外施設の支援建屋およびユーティリティの供給設備（Service）

放射性廃棄物処分施設，NORMあるいは採掘および鉱物処理からの
廃棄物の処分施設

立地　　設計　　建設　　運転　　廃止措置　　終了確認　

○
○
○
○
○
○
○

×

○
○
○
○
○
○
○

×

○
○
○
○
○
○
○

×

○
○
○
○
○
○
○

×

◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎

×

○
○
○
○
○
○
○

×

◎：Part 6 要件の大部分が適用 ○：Part 6 要件の一部が適用 ×：適用されず

表３　GSR 「Part ６　施設の廃止措置」の適用範囲



（３）わが国における廃止措置安全基準の取組み

①廃止措置の標準類の整備計画
　日本原子力学会では，原子力施設の設計，
建設，運転，廃止措置といった設備のライフ
サイクルに応じた技術的な指針となる規格基
準を制定する作業を行い，技術標準として刊
行している。そのなかで，廃止措置関連の安
全基準として，これまで以下の学会標準を発
行している。このうち，前 2 つの標準につい
ては，後年の改訂作業で廃止しており，現在，
４つの学会標準が発行されている。

　これらの学会標準は，技術の進歩などを適切
に反映し，標準の最新化する必要があることか
ら，定期的に改定の要否評価が行われている。
　学会の標準委員会傘下で廃止措置関係標準
の維持管理を所掌している廃止措置分科会は，
2011 年，関連法案に基づく実用発電用原子炉
等の廃止措置計画認可申請を行うに当たり，
廃止措置計画を立案する上での記載事項と技
術的要求事項を規定する学会標準「実用発電
用原子炉施設等の廃止措置の計画 :2011(AESJ-
SC-A002:2011)」（以下，計画標準）を制定した。
この標準の制定以降，原子力発電所６基の廃
止措置計画が認可されている。今後，計画変
更認可申請や新たな廃止措置計画認可申請が
予想されること，廃止措置計画立案の標準化
が急務であること，また，IAEA から 2014 年
に発行された GRS 「Part ６ 施設の廃止措置」
を国内での廃止措置に取り込むことが要求さ
れていることなどから，廃止措置分科会が計
画標準を改定する。
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●廃止措置を安全かつ合理的に計画し，実施し，完
遂するために標準類を階層化するとともに，廃止措
置全般にわたる基本的な安全の要件を制定する。
●廃止措置の計画段階，実施段階および終了段階の
それぞれで活動の規範となる標準類を順次制定して
いく。

　また，現在発行されている４つの廃止措置
標準では，計画に関する標準類と実施に係る
標準類が独立している。しかし，標準類は相
互に参照する関係にあり，さらに，計画標準
では廃止措置の準備段階で実施する個別作業
については十分な記載がない。そこで，「廃止
措置分科会」は，標準類を階層化し同時に相
互の関係を明確化すること，「廃止措置で遵守
すべきこと」と「廃止措置で実施すること」
について，要件に「漏れ」や「抜け」などが
ないようにすることとした。
　具体的には，廃止措置の活動（作業：要素
技術）ごとに内容を充実させるべく，計画標
準を２つの基準（コード：計画，安全評価）
と３つの指針（ガイド：放射能インベントリ
評価，特性調査，廃止措置の作業）に分ける。
　廃止措置分科会は，次の方針で計画標準の
改定を進めることとした。

●廃止措置計画立案に必要な事項は，既存の標準類
の記載およびこれまでの国内の廃止措置の実績を踏
まえ，国際的な動向を積極的に取り込む。
●個別の要素技術についても，IAEA の発行文書の
ほか，経済開発協力機構／原子力機関（OECD/NEA），
米国原子力規制委員会（NRC）の発行文書などを参
照し，国内の実情に合わせて適用する。
●国内の固有事項については，海外の類似事例を調
査し，両者の差異を把握するとともに，国内の固有
事情への適用の妥当性を検証する。

●原子力施設の廃止措置の計画と実施：2006　
　（AESJ-SC-R003：2006） 　⇒　廃止 
●原子力施設の廃止措置の計画：2009　
　（AESJ-SC-A001：2009） 　⇒　廃止 
●実用発電用原子炉施設等の廃止措置の計画 :2011
　（AESJ-SC-A002：2011）
●原子力施設の廃止措置の実施：2011
　（AESJ-SC-A003：2011）
●発電用原子炉施設の廃止措置時の耐震安全の考え
　方：2013（AESJ-SC-A006：2013） 
●試験研究炉及び核燃料取扱施設等の廃止措置の計
　画：2013（AESJ-SC-A007：2013）

　廃止措置の標準類の現状と今後の整備計画
を図７に示す。
　なお，廃止措置の標準類の策定に当たり，
廃止措置分科会は，以下のように，国際的な
動向を積極的に取り込むこととしている。



②「原子力施設の廃止措置の基本安全要件の
考え方」に係る技術レポート策定の取組み
　これまでの廃止措置関連の標準類の改定／
制定の作業で，各廃止措置標準の安全要件を整
理する必要性が認識された。例えば，発電用原
子炉施設の廃止措置では，燃料搬出後は，「止
める」，「冷やす」の安全機能が不要となり，放
射能インベントリ（放射能の残存量）は格段に
減少する。廃止措置の安全確保において，この
ような特徴を明確にし，グレーデッドアプロー
チの適用や廃止措置に特化した安全要件の考

え方を整理することが必要になってきた。ま
た，廃止措置の全活動の規範となりうる基本
安全要件の考え方を明確にする必要性も強く
認識されるようになった。
　このため，廃止措置分科会は，既存の廃止
措置関係の標準類，標準委員会技術レポート，
IAEA 安全基準体系を参照して，廃止措置の基
本安全要件の考え方を整理し，技術レポートと
してまとめているところである。なお，この技
術レポートは，図８のように，IAEA 安全基準
体系の一般安全要件（GSR）に相当する。
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図７　わが国の廃止措置の標準類の現状と今後の整備計画

図８　「廃止措置の基本安全要件の考え方」に係る技術レポートの位置づけ



　以下，廃止措置の計画に関連する標準類の
整備計画および「原子力施設の廃止措置の基
本安全要件の考え方」に係る技術レポート策
定への取組みを紹介する。

（a）国内外の動向整理
　「廃止措置の基本安全要件に考え方」に関す
る技術レポートは，次の方針の下で策定する
こととなった。

から廃止措置に関連する箇所を抽出し，廃止
措置に係る基本的な安全要件を整理した。
　

（b）廃止措置の安全確保の全体像と特徴
　整理した安全要件をもとに，「どのような廃
止措置の安全目標達成のための基本方針のも
とで」，「誰が」，「何を」，「どのようにして」，
行うかについて，安全要件を整理した結果，
また，関係機関の役割を図９に示す。
　本稿でまとめた廃止措置の安全確保のため
の目的と基本安全要件についての特徴は，次
の通りである。
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●原理原則に基づいた基本安全要件とする。
　（日本原子力学会標準・技術レポート，IAEA 安全
基準，学術機関の標準類等を参考）
●国内原子力施設の廃止措置活動の規範となる基本
安全要件とする。

・「実用発電用原子炉施設の廃止措置の計画」（AESJ-SC-A002:2011）　　

・「発電用原子炉施設の廃止措置時の耐震安全の考え方」（AESJ-SC-A006:2013）

・「原子力施設の廃止措置の実施」（AESJ-SC-A003:2014）
・標準委員会技術レポート「原子力安全の基本的考え方について  第Ⅰ編 原子力安全の目的と基本原則」
　（AESJ-SC-TR0005：2012）

・標準委員会技術レポート「原子力安全の基本的考え方について　第Ⅱ編原子力安全確保のための基本的

　な技術要件と規格基準の体系化の課題について」（AESJ-SC-TR0007：2014）
・IAEA SF-1 : Fundamental Safety Principles （2006）
・IAEA GSR Part1（Rev. 1） : Governmental, Legal and Regulatory Framework for Safety （2016）

・IAEA GSR Part2 : Leadership and Management for Safety （2016）

・IAEA GSR Part3 : Radiation Protection and Safety of Radiation Sources:  International Basic Safety ・  
  Standards （2014）
・IAEA GSR Part4 （Rev. 1)  : Safety Assessment for Facilities and Activities （2016）

・IAEA GSR Part5 : Predisposal Management of Radioactive Waste （2009）
・IAEA GSR Part6 : Decommissioning of Facilities （2014）

・IAEA GSR Part7 : Preparedness and Response for a Nuclear or Radiological Emergency （2015）他

　「基本的な安全上の目的と原則」に連なる廃
止措置の基本安全要件の考え方を整理するた
め，標準委員会技術レポート（「原子力安全の
基本的考え方について　第Ｉ編　原子力安全
の目的と基本原則」など），IAEA の安全原則

（SF-1）と一般安全要件（GSR Part 6）を調査
した。調査した文書例を表５に示す。
　これまで廃止措置分科会で制定してきた廃
止措置関連の標準類における安全要件の共通
点を整理するとともに，標準委員会技術レポー
ト，IAEA GSR Part 6 ，その他の IAEA 文書

表５　「廃止措置の基本安全要件の考え方」に係る技術レポート策定のために調査した文書の例

● 廃止措置安全の目的：人と環境を，廃止措置対象

  施設と廃止措置活動に起因する放射線の有害な影

  響から防護することである。

● 基本安全要件の特徴：

　①15 項目の基本安全要件から構成される（GSR 

　　Part6 と同じ）。

　②廃止措置における基本となる 3 つの安全要件の

　　明確化

　　- 放射線の防護と安全

　　- グレーデッドアプローチの適用

　　- 安全評価

　③許認可取得者及び規制機関の役割及び責任の明

　　確化並びに説明責任の重要性の明確化

　④許認可取得者及び規制機関において，組織の全

　　体にわたる安全を最優先とする組織文化（安全

　　文化）を浸透すること並びにリーダーシップと

　　マネジメントの重要性の明確化

　⑤廃止措置に係る施設と活動対するリスク抑制及

　　びその継続的取り組み，並びに廃止措置の完遂

　　の重要性の明確化



（c）技術レポートの基本安全要件について
　策定中の技術レポートの基本安全要件は，
レポートの利用者に理解しやすくかつ誤解が
無いよう，簡潔にすることが肝要である。
　そのためには，必要に応じて，用語の定義，
要件の導出の背景・考え方，留意事項などを
補足する事項（細目）を作成することも重要で，　
基本安全要件を廃止措置に携わる関係者に適
切に理解・運用してもらうために，細目も併
せて整備しているところである。

（d）今後の予定
　技術レポート策定は，日本原子力学会の「春
の学会」，「秋の学会」での発表および廃止措
置関係の国内ワークショップや国際会議での
発表を通じて，幅広い分野の専門家を含めて
意見交換を実施して進めていく計画である。

４．おわりに

　世界では 150 基以上，日本国内だけでも 11
基の原子力発電所が廃止措置中である。一方，

廃止措置の完遂に至った事例は，米国の 13 基，
ドイツの 3 基，そして，わが国の JPDR １基
にとどまっている。
　最も多い事例を持つ米国では，これまでの
経験と実績をもとに安全確保の最適化に取り
組んでいる。事業者も効果的な廃止措置マネ
ジメント活動に取り組んでおり，これに合わ
せて米国原子力規制委員会（NRC）は，廃止
措置規制についてもグレーデッドアプローチ
を実践している。英国でも同様な取り組みが
行われている。
　わが国では，今後の廃止措置標準類の整備
計画を進めるに当たって，IAEA などの活動
を含む国際動向を見極めつつ必要事項を積極
的に取り入れていくこと，事業者を含む関係
者によって廃止措置活動の品質をきちんとマ
ネジメントしつつ，廃止措置全体を最適化に
取り組んでいくことが重要と考える。
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図９　わが国の廃止措置の安全確保の全体像
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１．はじめに

　水素は，家庭用の燃料電池や燃料電池自動
車などの普及に伴って身近な存在になってお
り，将来，石油，石炭や天然ガスなどの化石
燃料の代わりに水素を利用する「水素社会」
の実現が期待されている。資源量も豊富にあ
るが，水や天然ガスなど様々な形で存在して
いるため，水素を利用する際には純粋な水素
を取り出す必要がある。このため，将来の水
素社会実現に向けて，水素の製造，貯蔵，輸送，
利用を安全かつ経済的に行うための技術開発
が進められている。
　水素を火力発電用の燃料として用いる場合
には，燃焼しても水（水蒸気）ができるだけ
で二酸化炭素（CO2）を発生しないため，発電
設備に水素を供給するまでの製造，貯蔵，輸
送時に CO2 を発生しなければ理想的な発電方
式となる。特に水素の製造においては，化石
燃料を原料とする場合には CO2 が発生するた
め，CO2 を分離・回収して地中に貯留（CCS：
Carbon dioxide Capture and Storage）するこ
とや，風力や太陽光などの再生可能エネルギー
電源によって水を電気分解することで，製造
時に CO2 を生じない水素（CO2 フリー水素）
として供給することができる。
　CO2 フリー水素を用いる水素発電の導入は，
効果的な温暖化対策として我が国の電源構成の
選択肢を増やすとともに，大量の水素を安定供
給するためのインフラを整備することなどに
よって，「水素社会」の構築に向けた取り組み

の重要な役割を担うものと考える。現在，「水素・
燃料電池戦略ロードマップ」や「水素基本戦略」
において水素発電の導入目標を定めており，ガ
スタービン発電設備などで水素を利用するため
の技術開発や実証事業が進められている。
　一方，発電設備の熱効率を向上することで燃
料使用量や CO2 排出量を削減できることから，
効率向上のための様々な研究開発が行われてお
り，例えばタービンの入口温度を高くするため
の新材料の開発や冷却技術の高度化などが行わ
れている。但し，既存のガスタービンの燃料を
水素に代えてもガスタービン入口温度の制約等
があるため効率向上にはつながらない。
　このようなことから，水素の特性を生かし
て CO2 排出ゼロと大幅な効率改善を実現でき
る次世代の発電方法として純酸素と純水素の
燃焼による酸素水素燃焼タービン発電技術が
注目されている。この技術は酸素と水素の燃
焼時に発生する水（水蒸気）によってタービ
ンを回転して発電する方式であり，既存のガ
スタービンよりも熱損失の少ないサイクルを
構成することが出来るため，大幅な発電効率
の向上が期待できる。また，燃焼時に CO2 や
窒素酸化物（NOx）を発生しないため，理想
的なゼロエミッション・高効率発電技術と言
われている。但し，その実現には安価な水素
および酸素の安定供給や酸素水素燃焼技術の
実用化のための課題も多い。
　本稿では，酸素水素燃焼タービン発電の実現
に向けた研究開発課題の特定を目的として，国
立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開

［調査研究報告］

　酸素水素燃焼タービン発電技術の動向

− 41 −

松本　俊一 プロジェクト試験研究部
主管研究員

第 41 巻 第２号（2018）



発機構（NEDO）の情報収集事業として平成
29 年度に実施した水素発電に関わる酸素水素
燃焼技術に関する国内外の研究動向や技術開発
課題等の調査内容の一部を紹介する（１）。

２．エネルギーを取り巻く最近の動向
　
　わが国は化石燃料のほぼ全てを海外に依存
しているため，その安定供給の確保がエネル
ギー安全保障に係る重要な政策課題となって
いる。また，化石燃料の利用によって深刻化
する地球温暖化問題に対応するために温室効
果ガス排出量の大幅削減が求められている。
これらのエネルギー安全保障の確保と温室効
果ガスの排出削減の課題を同時並行で解決し
ていくために，中長期的な観点に基づくエネ
ルギー政策が策定されており，ここではエネ
ルギー基本計画，水素・燃料電池戦略ロード
マップ，水素基本戦略の概要を示す。

（１）エネルギー基本計画

　わが国のエネルギー政策の基本計画は，
2003 年に第１次計画が策定された後，３年毎
に見直しが行われ，直近では東日本大震災以
降の最初の計画として第４次計画が 2014 年に
策定されている（２）。その基本的な視点は「３
Ｅ＋Ｓ」で示され，安全性（Safety）を前提と
した上で，エネルギーの安定供給（Energy 
Security）と経済効率性の向上（Economic 

Efficiency）を実現するとともに環境への適合
（Environment）を図ることとしている。
　水素が初めて基本計画に位置付けられたの
は「第４次計画」であり，水素を本格的に利
活用する「水素社会」の実現に向けた取り組
みとして，水素の製造から貯蔵，輸送，利用
までのサプライチェーン全体を視野に入れ，
関連する技術について安全性，利便性，経済
性および環境性に優れた技術の開発や低コス
ト化を推進することとしている。具体的な実
施項目は以下の通り。
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●定置用燃料電池（エネファーム等）の普及・拡大

●燃料電池自動車の導入加速に向けた環境の整備

●水素の本格的な利活用に向けた水素発電等の新た

　な技術の実現

●水素の安定的な供給に向けた製造，貯蔵・輸送技

　術の開発の推進

●“水素社会”の実現に向けたロードマップの策定

図１　水素・燃料電池戦略ロードマップの概要（４）

　2018 年７月に「第５次計画」が策定された
ところであり，基本的な方針は「第４次計画」
をベースとして，「2030 年に向けたエネルギー
ミックスの実現に向けた取り組みの強化」と

「2050 年におけるエネルギー転換・脱炭素化に
向けた挑戦」とされている（３）。

（２）水素・燃焼電池戦略ロードマップ

　水素・燃焼電池戦略ロードマップは，前述の
「第４次計画」に基づいて 2014 年に策定され，
水素社会の実現に向けた取り組みを図 1のよ
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うに３つのフェーズに区分して示している。こ
こで，水素発電はフェーズ２において，2020
年代半ばからの大規模な水素供給システムの確
立とあわせて具体化していく計画である（４）。
　その後，新たな目標や取組の具体化を盛り
込んだ改訂版が 2016 年に策定され，水素発電
の本格導入と大規模な水素供給システムの確
立における 5 項目の目標が示されている（５）。 

率」および「CO2 排出制約」を解決するとと
もに，水素利用で世界をリードしていくため
の取り組みとしている。
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●低コストな水素利用の実現

●国際的な水素サプライチェーンの開発

●国内再生可能エネルギーの導入拡大と地方創生

●電力分野での利用

●モビリティでの利用

●産業プロセス・熱利用での水素活用の可能性

●燃料電池技術活用

●革新的技術開発

●国際展開（標準化等）

●国民の理解促進，地域連携

●2030 年頃に商用規模のサプライチェーン構築。水
素を年間 30 万トン程度（発電容量で 1GW）調達し，
30 円／ Nm3 程度を目指す。また，水素発電の商用
化を実現し 17 円／ kWhを目指す。
●将来的（2050 年ごろ）には，水素を年間 500 万～
1,000 万 t 程度（発電容量で 15 ～ 30GW）調達し，
20 円 /Nm3 程度を目指す。また，既存の LNG（液
化天然ガス）火力発電と同等の12円 /kWhを目指す。

●2020 年頃自家発電用水素発電の本格導入，2030 年
頃発電事業用水素発電の本格導入開始
●2030 年頃に海外からの水素供給のサプライチェー
ンの本格導入開始。
●水素供給コストは，2020 年代後半に 30 円／ Nm3
程度（発電コスト 17 円／ kWh程度）
●水素製造は，海外の未利用エネルギーから，安価
で安定的に環境負荷の少ない形で行う。
●水素の輸送・貯蔵は，有機ハイドライド及び液化
水素の形で行う。

（３）水素基本戦略

　「水素基本戦略」は，政府が世界に先駆けて
水素社会の実現を目指して取り組むため 2017
年に策定された。図２に示すように，2050 年
を視野に入れた目指すべきビジョンを示し，
その実現に向けての行動計画とされている（６）。
　前述の水素・燃料電池戦略ロードマップを
踏まえて 10 の実施項目を定め，水素をカーボ
ンフリーなエネルギーの新たな選択肢と位置
づけ，わが国のエネルギー需給を巡る構造的
課題である「エネルギーセキュリティ／自給

　電力分野での水素利用に関しては，水素を
安定的かつ大量に消費する水素発電と国際的
なサプライチェーンの構築をセットで進める
べきことを最重要としており，目指すべき目
標値を以下のように設定している。

図２　水素基本戦略のシナリオ（６）

　この目標を達成するために，最初は既設の
天然ガス火力発電設備での水素の部分的な利
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用（混焼）を中心に，小規模なコージェネレー
ションシステム等における水素利用も含めて
導入拡大を図り，将来的には水素のみを利用
する専焼発電を実現することとしている。
　このため，水素の燃焼特性に応じた燃焼器
の開発が進められており，燃焼時に発生する
NOx を低減できる新たな燃焼技術の早期の実
用化を目指すこととしている。

３．水素発電の新たな方向性と役割

（１）水素発電システム

　水素による発電システムとしては，前述の
ように普及が進んでいる燃料電池によるもの
と今後の導入普及を目指す水素を利用してガ
スタービンや蒸気タービンを駆動して発電す
る水素燃焼タービン発電がある。
　燃料電池については，既に分散型（都市型）
エネルギー供給システムとして普及しており，
今後はコスト低減によって PEFC（固体高分
子型燃料電池）や SOFC（固体酸化物型燃料
電池）の更なる普及促進を図る計画である。
但し，現行の定置用燃料電池（エネファーム等）
は運転時に天然ガス（都市ガス）から水素を
製造する際に CO2 が発生するため，2030 年以
降は CO2 フリー水素を燃料とする純水素燃料
電池の導入・普及を図る計画である。
　また，水素燃焼タービン発電については，
既存の火力発電システムにおいて燃料を化石
燃料から水素に転換することで燃焼時に CO2
を発生しない発電を比較的容易に実現できる
ため，水素の燃焼特性に応じた燃焼器関連の
技術開発が行われている。水素の燃焼は天然
ガスに比べて①発熱量が低い（体積当たり３
分の１以下），②燃焼速度が速い（約７倍），
③燃焼温度が高い（+10％程度），という特性
があるため，主な開発課題としては燃焼の安
定性（逆火防止）と NOx 低減である。このため，
既存のガスタービンで水素混焼するための燃
焼器として，拡散方式（水蒸気噴射）および
予混合方式（ドライ型）の開発・実証が進め

られるとともに，水素専焼用の燃焼器の開発
が進められている。
　一方，純酸素と純水素の燃焼方式による酸
素水素燃焼タービンについては，以下のよう
な特徴から，現行の火力発電システムよりも
熱損失が少なく高効率化が期待でき，燃焼時
に CO2 および NOx 発生の無い理想的な高効
率発電システムと言われている。
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●燃焼生成物が水（水蒸気）であるため，外部に放

出せずにクローズドサイクルを形成して効果的な熱

利用を実現できる。

●水蒸気を作動媒体としてガスタービン（ブレイト

ン）サイクルと蒸気タービン（ランキン）サイクル

を直結したシステムを構成できる。

　このシステムは，現行の空気で水素燃焼す
るガスタービンとは全く異なるシステムとな
るため開発課題も多く，これまでに候補サイ
クルの検討や燃焼技術の研究開発等が行われ
ているが，机上検討や基盤的な要素研究の段
階であり，今後の研究開発が期待されている。
　以上の水素発電システムの特徴を整理して
表 1に示す。

（２）酸素水素燃焼タービン発電システムの役割

　酸素水素燃焼タービン発電は，ボイラ設備を
用いなくても燃焼時に高温，高圧の水蒸気がで
きることから，水蒸気を作動媒体としてガス
タービンサイクルと蒸気タービンサイクルを直
結した複合システムを構成することが可能とな
る。コンパクトな設備構成とすることで熱損失
の低減による効率改善と大容量化を実現でき，
さらに，水素を液体で供給する場合には，液化
時に投入されたエネルギーを酸素製造時の冷熱
利用として回収することができる。
　この酸素水素燃焼技術は，様々な水素利用
技術のなかでも最も環境性に優れていること
から，画期的な高効率が期待できる水素燃焼
タービンシステムとして，これまでに水素利
用国際クリーンエネルギーシステム技術研究
開発（WE-NET：World Energy Network）の
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第Ⅰ期（1993 〜 1998 年までの６年間）におい
て研究開発が行われている。当時の開発目標
は，タービン入口温度 1700℃の下で発電効率
60％以上を達成できる最適サイクルの選定で
あり，同時に燃焼制御方式，タービン翼冷却
構造などの関連技術に関する研究開発が行わ
れ，パイロットプラントを概念設計した段階
で開発を休止している。
　その後約 20 年を経た現在までに水素エネル
ギーをめぐる環境が大きく変化しており，水素
発電に関しては，供給面では水素を燃料として
安価で大量に供給するための国際的なサプラ
イチェーンの実現を目指して，製造・輸送・貯
蔵に係る技術開発・実証事業が進められてお
り，同時に，利用面では既設のガスタービン発
電システムをベースとする燃焼器（水素混焼／
専焼方式）の開発や水素を燃料とする分散型コ
ジェネシステムにより電力と熱を供給する実
証事業が行われているような状況である。
　今後，高効率の酸素水素燃焼タービン発電
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PEFC,PAFC: 改質器不要等
MCFC: C02 添加の必要性

項目 空気 - 水素燃焼タ一ビン 酸素 - 水素燃焼タ一ビン
燃料電池

低温型；PEFC，PAFC,
高温型；MCFC，SOFC

燃料供給 液体水素または気体水素 液体水素または気体水素 天然ガス，石炭，メタノール等
からの水素，CO2

主な長所 豊富な実績，シンプルシス
テム，コンパクトな燃焼器

無公害，無排気，密閉系可能，
エネルギ－有効利用

規模によらず高効率化可能
回転部がなく低騒音，低振動

主な短所 NOx 排出
システム制御系が複雑
（酸素供給他） 付帯設備大，耐久性の向上

環境保全 良（大気開放系） 優（密閉系） 良
面積
場所

中～大 中～大 小～中
地域，供給基地周辺 地域，供給基地周辺 都市，供給基地周辺立地性

発電規模
発電効率

運転・保守性

安全性

供給体制

技術課題

開発段階

新規性

水素の優位性

中～大 中～大 小～中
良（約 50％，LNG火力と同等） 優（LNG火力より 10％程度高い） 優

容易 気密保持要 ( 密閉系 ) 消耗等による交換

水素貯蔵供給系 水素，酸素 2系統対策要 高温作動型への対策

水素，水素化合物 液水，水素，水素化合物
酸素製造可（液体水素の冷熱利用） 水素，一酸化炭素等燃料多様化

予混合燃焼，NOx 抑制 材料，燃焼制御等 耐久性，複合化

混焼は実証～商用段階，
専焼は技術開発段階 基礎・要素研究段階 家庭用，車載用は実用化段階，

他は開発・実証段階
小 大 小

中 大

表１　水素発電システムの特徴比較

（出所：巻末参考文献（7）に追記）

技術の実用化を目指すことは，わが国の課題
である「エネルギーセキュリティ／自給率」
および「CO2 排出制約」を解決するとともに，
水素利用分野で世界をリードしていくための
重要な取り組みであり，WE-NET の研究開発
知見を活用することで効果的な研究開発が実
施できるものと考えられる。
　なお，WE-NET の研究開発時は，再生可能
エネルギーによる水素製造基地建設，国際エ
ネルギーネットワークに関する国際的理解，
国際ネットワークによる供給に見合うだけの
国内水素需要と社会インフラの導入・整備な
ど，様々な社会政策的な課題があり，開発の
継続には大きな制約があったものと推察され
る。しかしながら，その後 20 年を経て，それ
らの課題への対応が進み，今後，大量の水素
を安価に供給するための政策目標が設定され
て様々な取り組みが進められていることを踏
まえ，当時の開発技術を最新の知見によって
見直す良いタイミングと考える。
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４．WE-NET研究開発プロジェクトの概要

（１）WE-NET 計画の概要

　WE-NET 研究開発は，ニューサンシャイン
計画の一環として，世界的に偏在する再生可
能エネルギーを水素等の輸送可能な形に転換
し，世界の需要地に輸送し，発電，輸送用燃料，
都市ガス等の広範な分野で利用する国際エネ
ルギーネットワークの導入を可能とすること
を目的として 1993 年（平成５年）から 2002

年（ 平 成 14 年 ） ま で の 10 年 間（ 第 Ⅰ 期：
1993 〜 1998 年 の ６ 年 間， 第 Ⅱ 期：1999 〜
2002 年の４年間）に実施された。その全体構
想である水素エネルギーシステムフローを図3
に示す。

（２）WE-NET 第Ⅰ期の計画概要

　WE-NET 第Ⅰ期（WE-NET（Ⅰ））計画に
おいて実施された研究項目，件名，実施機関
を表 2に示す。研究項目を（１）〜（５）に
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図３　WE-NET 水素エネルギーシステムフロー（８）

（財）エネルギー総合工学研究所

研究項目 件　名 実施機関

(1) 全体システム
　サブタスク 1
　サブタスク 2
　サブタスク 3

総合評価と開発計画のための調査・研究
国際協力推進のための調査・検討
全体システム概念設計

（財）エネルギー総合工学研究所
（財）エンジニアリング振興協会
 電源開発 ㈱
（財）電力中央研究所

(2) 水素製造技術
 　サブタスク 4 水素製造技術の開発 （財）エンジニアリング振興協会

(3) 水素輸送貯蔵技術
　サブタスク 5
　サブタスク 6

水素輸送・貯蔵技術の開発

低温材料技術の開発
（財）エンジニアリング振興協会
（財）金属系材料研究開発センター

(4) 水素利用技術
　サブタスク 7
　サブタスク 8 

水素利用技術に関する調査・検討
水素燃焼タービンの開発

（財）エンジニアリング振興協会
（財）電力中央研究所
（財）発電設備技術検査協会

(5) 革新的・先導的技術
　サブタスク 9 革新的・先導的技術に関する調査・研究

表２　WE-NET（Ⅰ）の研究項目（９）
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区分してそれぞれの目標を設定し，研究対象
の分野別にサブタスク１～９に分けて検討し
ている。なお，酸素水素燃焼技術に係る研究
開発は，「（４）水素利用技術，サブタスク８，
水素タービンの開発」において技術調査，基
礎研究および要素技術研究が実施された（9）。
　各研究項目に関する目標と実施内容は表３
の通り。

（３）WE-NET（Ⅰ）サブタスク 8の概要

　サブタスク８では，水素利用技術の１つとし
て画期的高効率が期待できる水素燃焼タービ
ン開発をテーマとして，そのパイロットプラン
ト開発に必要な技術を確立するため，以下の５
項目に関する調査，要素技術開発等を実施して
いる。

①水素燃焼タービン最適システムの評価
　タービン入口温度 1,700℃で発電端効率 60%
(HHV：高位発熱量）を達成できる最適システ
ムを選定するため，７種類の候補サイクルの熱
効率を解析・評価して３種類のサイクルに絞り
込んだ後，各サイクルの発電プラントを概念設
計して 2 種類のサイクルが発電端効率 60% 以
上を達成できる見通しが得られた。
　また，経済性，実現性，信頼性，環境性，な
どを比較評価した結果，総合得点はトッピング
再生サイクル，新ランキンサイクル，再熱再生
ランキンサイクルの順となり，水素燃焼タービ
ンの最適サイクルとして，図４に示すトッピン
グ再生サイクルが選定された（10）。

②燃焼制御技術の開発
　水素燃焼タービン用燃焼器の基盤技術を確
立するため，３方式の燃焼器について 1,700℃，
2.5MPa などの条件下で燃焼試験を行い基本的
な性能を確認した。さらに，試験結果に基づい
て燃焼性能（着火特性，圧力損質，燃焼安定性，
残存水素・酸素濃度，出口ガス温度分布，壁面
温度分布）および燃焼方式・基本構造（安全性，
制御性，保守性，発展性）を評価し，水素燃焼
タービンに最適な燃焼器として酸素希釈燃焼
方式のアニュラー型燃焼器を選定した。
　また，燃焼後の残存水素・酸素濃度連続測
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研究項目 実施内容

(1) 全体システム 概念設計

(2) 水素製造技術 固体高分子電解質水電解法に関
する技術開発

(3) 水素輸送貯蔵技術 大量輸送・貯蔵技術

(4) 水素利用技術 水素燃焼タービン

(5) 革新的・先導的技術 （1）～（4）以外の革新的・先導的技術に関する
調査及び基礎研究，有望技術の抽出

水素製造，水素輸送・貯蔵，水素利用にわたる
全体システムの概念設計等

水素液化システム及び液体水素輸送・貯蔵システム
の概念設計等

発電用水素－酸素燃焼タービンに関する調査研究
及び要素技術開発等

上記以外の水素利用技術に関する調査研究

定置式設備及び移動体への適用を目的とした水素吸
蔵合金の探索

国際的情報交流の推進，水素エネルギーの社会
への導入効果の推定，他

水素の安全性に関する調査研究等

分散貯蔵・輸送技術

その他の利用技術

その他
安全対策

電解槽の高効率化，大型化の検討，水電解プラント
の概念設計等

表３　各研究項目の目標と実施内容（９）

●水素燃焼タービン最適システムの評価 

●燃焼制御技術の開発 

●タービン翼，ロータ等主要構成機器の開発 

●主要補機類の開発 

●超高温材料の開発

 　これらの研究開発で得られた知見は，その
後のガスタービンの高効率化に向けた研究開
発に反映されている。各項目の実施概要は以下
の通り。
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定装置を試作し，試験には適用できるものの，
プラント制御への適用には応答速度の改善が
必要であること，また，最高約 1,800℃までガ
ス温度を計測できることを確認した（11）。
 
③タービン翼，ロータ等主要構成機器の開発
　タービン翼冷却技術については，3 方式の
タービン翼冷却構造（回収式内部（対流）冷却，
フィルム冷却＋回収式内部冷却，水冷却（静翼）
／回収式内部冷却）について検討した。
　冷却翼の評価試験（1700℃，2.5MPa）用のター
ビン翼（翼高約 40mm）を設計・製作し，ター
ビン動・静翼の冷却特性の確認試験を実施す
る と と も に， 遮 熱 コ ー テ ィ ン グ（TBC：
Thermal Barrier Coating）の健全性を確認（短
時間での試験）して成立性を明確化した。
　３方式の冷却性能試験結果および構造成立
性等を総合評価した結果，３方式に大きな差
異は無かったものの，フィルム冷却＋回収式
内部冷却，水冷却（静翼）／回収式内部冷却，
回収式内部（対流）冷却の順とした。
　ロータ冷却技術については，数値流体解析

（CFD：Computational Fluid Dynamics）によ
り高温主流ガス巻き込み現象とその防止策を
検討し，ロータのシール構造を含むロータ部
の基本設計，強度検討およびロータディスク

の最適冷却設計等を行い，目標効率を達成で
きることを確認した（12）。

④主要補機類の開発
　液体水素の冷熱利用に関して，水素燃焼ター
ビンプラント用の水素・酸素供給システム（水
素気化／酸素製造）として酸素製造装置につ
いて，実用規模プラントに適用される設備の
規模，熱交換器の必要熱交換量，主要構成機
器の仕様および機器の配置を検討した。
　さらに，1,000MW（500MW ×２基）発電プ
ラント用の空気分離装置が非常停止した場合
に要求されるバックアップシステムを検討し，
必要な設備として水素気化器，液体水素貯槽
および酸素気化器の概念設計を実施した。ま
た，関連機器類（主熱交換器，酸素蒸発器等）
の設計検討を行うとともに，バックアップシ
ステムを含めたコスト積算および経済性評価
を実施した。
　高温熱交換器に関しては，最適サイクルと
して選定されたトッピング再生サイクルで最
も厳しい条件（716℃，35MPa）の熱交換器に
ついて，コンパクト化を念頭に置いて伝熱フィ
ン形状の最適化，構造健全性の評価および断
熱構造等を検討し，技術的成立性を確認した。
また，伝熱管，伝熱管分岐・支持構造，圧力
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図４　トッピング再生サイクル（10）

（出所：NEDO-WE-9681）
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容器，配管接続構造および運転性，保守性，
寿命，コストについて総合的な評価を行い，
自立型管束構造物＋円筒型ケーシング型熱交
換器が有望であることを確認した（13）。

⑤　超高温材料の開発
タービン入口温度 2,000℃の水素燃焼タービン
への適用可能性が期待される以下の６種類の
材料について，材料の設計・開発，素材レベ
ルでの基本特性を確認し，製法等の基礎技術
の見通しを得た。

　また，材料試験評価法の開発では，化学特
性 に つ い て 水 蒸 気 雰 囲 気 耐 久 性 試 験 法

（1,800℃，0.1MPa）を開発し，1,700℃までの
適用性を確認した。なお，1700℃級の蒸気冷
却翼には単結晶超合金を用い，耐熱性確保の
ため TBC の適用が不可欠であるため，長期信
頼性の高い TBC の開発が課題となった。高温
下における部品適用に際して最も期待できる
材料は，耐環境コーティングを施したセラミッ
クス基複合材料であると判断された（14）。

５．特許・文献調査

　国内外での酸素水素燃焼技術に関する技術
開発動向を把握するために，公開文献および
特許情報をキーワード検索して収集，整理し
た。その際，WE-NET（Ⅰ）サブタスク８の
成果報告書類は重複を避けるために対象外と
した。なお，酸素水素燃焼技術に係る特許情
報は，ほとんどが WE-NET（Ⅰ）関連の内容
であった。

（１）水調査資料の概要

　今回収集した資料は技術文献 245 件，特許資
料 140 件の合計 385 件であり，技術文献の内訳
は国内 102 件，海外 143 件であった。技術文献
のうち 2000 年から 2017 年までの間の年度毎の
文献数を図５に示す。
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図５　2000 〜 2017 年までの調査文献数の推移

（出所：収集文献を基にIAE作成）

●単結晶超合金＋繊維強化セラミックスのハイブリッド

冷却翼

●耐熱超合金冷却翼用遮熱コーティング（TBC）

●金属間化合物（MoSi2）

●セラミック基複合材料

（Ceramic Matrix Composites : CMC／長繊維）

●セラミック系多重構造材料

（CMC／表面部＋中間部＋芯部）

●CC（Carbon Composites）及び弱冷却部品用 CMC の

3次元織繊維複合材料

　特に，セラミック基複合材料は高強度で耐
熱性・耐環境性に優れており，円筒形状モデ
ルの試作により，部品レベルでの製造技術の
見通しを明らかにした。その他の選定材料に
ついても試験片レベルでの各種試験を行い，
高強度で耐熱性・耐環境性に優れていること
を確認した。
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　各年度の文献数は，2000 年から 2010 年まで
は内外合わせて毎年 10 ～ 20 件程度が公開され
ており，その後は減少傾向にあるが，国内文献
については 2015 年の０件から 2016 年に９件と
急増している。これは，WE-NET 研究開発の
終了後も要素技術として関連分野で技術開発が
進められ，2014 年の第４次エネルギー基本計
画策定等を踏まえ，水素関連の技術開発が活発
化しているためと推察される。
　一方，国内特許資料については，酸素水素燃
焼タービンに係る特許公開資料は 1993 年から
2000 年までに 22 件あり，その後はクローズド
サイクルや IGCC 等の関連技術であった。

（２）最近の技術文献の概要

　酸素水素燃焼技術に関する最近の技術開発動
向を確認するため，調査した国内外の技術文献
から 2015 ～ 2017 年の３年間に公開されたもの
の一部を紹介する。これらの文献は水素エネル
ギーの利活用について，それぞれの立場から検
討，考察したものであり，今後の酸素水素燃焼
タービン発電の実現に向けた各種検討作業にお
いて参考となる重要な文献と考える。詳細内容
は原本を参照されたい。
　国内文献については，2016 年に９件公開され
ているが，2017 年と 2015 年は０であった。９
件の内訳は，直接関連する文献は２件のみであ
り，他は学会報告等４件，アンモニア関連２件，
プレゼン資料１件であった。また，2011 年の東
日本大震災の前後で我が国のエネルギーを取り
巻く状況が大きく変化していることに留意し，
震災前の文献も紹介する。
　海外文献については，2017 年２件，2016 年１
件，2015 年３件の６件があり，酸素水素燃焼に
係る文献は 4 件であった。2017 年の２件は既設
ガスタービン用の水素燃焼器に関する報告と
CO2 回収のための酸素燃焼に関する報告であ
り，2015 年の１件はマイクロ多孔質燃焼器での
酸素水素の予混合燃焼特性に関する報告であっ
た。ここでは，2016 年のグラーツ（Graz）サイ
クルに関する報告と 2015 年の蒸気タービンサ

イクルによる水素利用システムを評価した報告
と加湿条件下での水素・酸素の化学量論燃焼に
関する報告の要旨を以下に示す。

①国内文献１：「低炭素社会に向けた水素エネ
ルギーチェーン構築に関する研究」（15）

　本論文は，低炭素社会を構築するための経
済的・技術的に実現可能な水素エネルギー
チェーンを提案するとともに，水素利用機器
のさらなる効率向上と水素エネルギーを最大
限有効に利用するための方策について検討し
た研究成果をまとめている。
　酸素水素燃焼タービン発電については，第
４章に検討内容が示されており，水素ガスター
ビンプラントの高効率化の方策としてエクセ
ルギー解析による損失評価と改善方法の検討
等について述べている。特に，現行プラント
の最大の損失は燃焼器のエクセルギー損失で
あること，損失低減には圧縮機・タービンな
どの流体機器の効率向上と高圧力比化が有効
であることが示されている。さらに，水素ガ
スタービンの検討では，水素酸素燃焼の特徴
を利用した 1,200℃級グラーツサイクルはエク
セルギー解析によって 1,600℃級コンバインド
サイクルと同等のサイクル性能を実現できる
ことが示されている。検討例として図 6の
1,200℃級グラーツサイクルのエクセルギー線

図６　グラーツサイクルエクセルギー線図（15）
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図から，エクセルギー効率 65.5％（ブレイト
ン電力 42.5％＋ランキン電力 23.0％）という試
算結果が示された。
　また，液化水素で水素を供給する場合には
液化水素の物理エクセルギー（冷熱のエクセ
ルギー）を有効に利用することが重要であり，
液化水素の冷熱を利用した深冷分離で酸素を
供給した場合，送電端効率が改善するうえに，
タービン入口温度の上昇と高圧力比化により，
さらなる高効率化のポテンシャルを持ってい
ること，などが示されている。

②国内文献２：「水素エネルギーシステムの開
発課題と現状」（16）

　本文献は，図 7に示すような水素の利用を
基軸としたエネルギー社会を作り上げていくに
あたっての課題と展望についての概括的解説を
行ったものであり，「まとめ」部分を以下に示す。
　「水素エネルギーシステムは将来のエネル
ギーにかかわるトリレンマ解決の手段の一つ
として有効と思われるがこれを現実のものに
するためには，（１）燃料電池等各種の目的に
合致した安全で効率的な水素の利用方法の開
発，（２）安全かつ経済的な水素の製造・輸送・
貯蔵・供給ネットワークの確立，（３）大量水
素製造法の開発とこのための一次エネルギー
源の確保，（４）高分子材料，鉄，触媒等水素
システム構成に必要な材料資源や製造法の確
保，（５）水素－材料相互作用における基礎現
象の解明，（６）将来のエネルギーにかかわる

技術的・社会的問題を総合した効率的エネル
ギーシステムの開発戦略の策定，を同時に解
決する必要がある。いずれの課題もこれから
の研究によるブレークスルーを必要としてい
るが，研究者として取り組み甲斐のある相手
である。なお，エネルギー貯蔵や輸送を余裕
あるものにするため，水素社会においても二
次電池や揚水発電所を活用しエネルギー利用
における最適化を図ることが望ましい。また，
水素エネルギー社会が到来するとしても，将
来長期にわたる一次ネルギー源を考える時，
石油，天然ガス，石炭および軽水炉用ウラン
資源の枯渇が心配されるが長期救援投手とし
ての核融合炉の登板が期待される。」

③海外文献１："Adapting the Zero-Emission 
Graz Cycle for Hydrogen Combustion and 
Investigation of its Part Load Behaviour"（17）

　再生可能エネルギーに基づく現代のエネル
ギーシステムはエネルギー貯蔵システムを必
要とする。水素は有望な候補であり，貴重な
燃料水素を電気に再変換するためには，最も
効率の良い発電システムが必要である。本研
究では，酸素水素燃焼技術に基づくゼロエミッ
ション発電プラントであるグラーツサイクル
を提案する。グラーツサイクルは，純酸素で
化石燃料を燃焼させ，作動流体の約半分を再
圧縮することで最高 65％の効率を実現する。
また，水素燃焼に適合しており，ほぼ純粋な
蒸気の作動流体が利用可能である。
　設計上の熱力学的検討は，ピークサイクル
条件として 1,500℃および 40 バールの最先端
ガスタービン技術を前提としている。図 8で
試算したサイクル効率は 68.5％（LHV）であり，
既存発電所の効率よりも著しく高い。高い効
率は，サイクル流体の約半分を再圧縮するこ
とでプロセスからの熱損失を減少させること
で得られる。しかし，そのためには構成機器
間で密接な相互作用をもたらすため，部分負
荷運転の実現可能性が研究される。提案する
制御システムでは，非常に高い効率のままで
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図７　水素の利用を機軸としたエネルギー社会（16）
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部分負荷をベースロードの 30％まで低減する
ことができる。部分負荷および全負荷での高
い効率は，グラーツサイクルを，水素を貯蔵
媒体とする将来のエネルギーシステムにおけ
る水素の再転換の有望な候補とする。

④ 海外文献２："Hydrogen utilization by steam 
turbine cycles"（18）

　蒸気タービンサイクルにおける水素の利用に
ついて，４機関が提案している酸素水素燃焼
タービン発電サイクル（GRAZ，TOSHIBA，
WESTINGHOUSE，MNRC）を対象として熱
力学的解析手法により比較評価した。同じソフ
トウェアと同じ熱力学的機能を用いて計算した
結果を表４に示す。50 ～ 250bar の高圧燃焼器

の採用により，現行の最高効率の発電ユニット
よりも 10％程度高い発電効率（η HHV：59.5％
～ 66.4％）を達成できることが試算されている。

⑤海外文献３："Stoichiometric Hydrogen-Oxygen 
Combustion under Humidified Conditions"（19）

　再生可能エネルギーの利用拡大は，電力系
統の安定性を確保するために迅速かつ柔軟な
貯蔵と電力供給を必要とする。有望な貯蔵方
法として電気分解による水素および酸素の製
造がある。水による完全なクローズドサイク
ルを用いる可能性は，水素および酸素が，高
効率，ゼロエミッションのエネルギー貯蔵の
ための方法として有望となる。電気分解は高
圧下で行えるため，ガスタービンの圧縮機動
力が不要となり，効率の点で有利である。さ
らに，既存のガスタービンよりも容易に高い
タービン圧力比に達することができる。
　しかしながら，ガスタービンにおける水素
と酸素の燃焼は困難な課題である。水素と酸
素の混合物は極めて反応性が高く，非常に高
い火炎温度となる。本研究では，化学量論的
条件における水素と酸素の蒸気希釈燃焼の可
能性を示すとともに適切な燃焼器を開発して
実験的に検証する。また，化学量論的水素酸
素燃焼のために，湿度を系統的に変化させ，
火炎形状，燃焼温度の推定および運転の限界
について比較，検討する。

図８　酸素水素燃焼のグラーツサイクル
フロー図（17）

Cycle Parameter GRAZ TOSHIBA WESTINGHOUSE MNRC

pmax [bar]
tmax [℃]
Gross power [MW]
ηLHV [%]
ηHHV [%]
Specific Power [kJ/kg]
Net (electric) power [MW]
ηel,LHV [%]
ηel,HHV [%]
Temperature at the most thermal loaded point [℃]
Pressure at the most thermal loaded point [bar]
Pressure at the most pressure loaded element [bar]
Temperature at the most pressured loaded element [℃]
Quantity of heat exchanged (HRSG heat load) [MW]

350
1,700
513
70.8
59.5
2,202
500
69.0
58.0
1,700
50
350
650
315

380
1,700
513
71.2
59.8
3,331
500
69.4
58.3
1,700
73
343
876
329

250
1,700/1,600

513
74.0/72.8
62.2/61.2

3,489
500

72.2/71.0
60.6/59.7

1,700/1600
250
277
517
256

250
1,700
513
79.0
66.4
4,706
500
77.0
64.7
1,700
250
277
463
165

表４　酸素水素燃焼タービン発電サイクルの主要パラメータ（18）
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６．酸素水素燃焼タービン発電を構成
　する要素技術の現状・今後の見通し

（１）酸素水素燃焼タービン発電を構成する

　要素技術の現状

　酸素水素燃焼タービン発電を構成する要素
技術としては，前述の WE-NET（Ⅰ）水素燃
焼タービン開発の開発項目であった燃焼制御
技術（燃焼器の燃焼方式，基本構造），タービ
ン翼・ロータ等主要構成機器（タービン翼冷
却技術，ロータ冷却技術），主要補機類（液体
水素冷熱利用技術，高温熱交換器）などの個
別機器関連の技術と発電プラント全体を最適
化するためのシステム検討技術がある。
　当時の研究開発プロジェクトは，500MW 級
水素燃焼タービンの開発を目標としていたが，
パイロットプラントのための概念設計段階で
休止しており，開発技術の実用化には至って
いない。その後は酸素水素燃焼発電に係る要
素技術開発は行われていないが，WE-NET で
培われた知見は，火力発電の高効率化に向け
た 1,700℃級ガスタービンコンバインドサイク
ル発電や石炭ガス化発電（IGCC）の開発に活
用され，最近では既存の LNG 火力発電での水
素混焼・専焼等の実用化に向けた研究開発が
進められている。
　一方，海外の最近の取り組み状況について
は，環境対策（CO2 排出削減）と発電効率向
上の観点から蒸気タービンサイクルにおける
水素の利用について研究開発が行われており，
グラーツサイクルの運転制御や高効率化に関
する検討，様々な提案サイクルを比較した検
討結果，酸素水素の化学量論的燃焼のための
燃焼器開発，ガスタービンでの水素燃焼試験，
などの報告があり，主にタービンサイクルの
高効率化に向けた検討と酸素水素燃焼技術に
関する研究開発が行われている。
　また，WE-NET から 20 年を経て飛躍的に進
歩した技術としてシミュレーション技術があ
る。過去の研究開発においては理論解析と実
験による検証が両輪となり，シミュレーショ

ン技術はそれらを数値的にサポートするため
のツールとしての位置付けであったが，近年
の計算機，計算モデル，計算手法等の高度化
により，研究開発の初期段階から製品化に至
るまでの期間や費用などを合理化するために
不可欠なツールとなっている。特に，酸素水
素燃焼に係る実験は，高圧ガス関連設備の整
備と安全対策，大量供給が必要な酸素や水素
の費用などの制約条件が厳しいため，プラン
ト全体システムの最適化検討や酸素水素燃焼
挙動などに関するシミュレーション技術の開
発が不可欠であり，今後の検討作業による技
術の確立が期待される。
　このようなことから，酸素水素燃焼タービン
発電を構成する要素技術の現状としては，我が
国では WE-NET の終了とともに他分野での研
究開発に活用されているような状況であり，ま
た，海外においても継続的な研究報告はあるが
サイクル検討が主体であり，実機レベルでの酸
素水素燃焼発電の技術開発に関する取り組み
は行われていないものと推察する。

（２）今後の見通し

　わが国のエネルギー政策に基づく水素・燃
料電池ロードマップでは，2020 年代後半に大
規模な水素供給システムの確立とともに水素
発電の本格導入を目指している。
酸素水素燃焼タービン発電システムは，現在，
開発中の水素発電技術とは異なる燃焼技術に
基づくものであり，その開発ターゲットとし
ての目安は，発電効率 75％（LHV），発電コス
ト 12 円 /kWh 以下を達成することである。こ
のような発電システムを将来，実用化してい
くために研究開発が必要と考えられる技術課
題を以下に示す。

① トータルシステム技術
　水素エネルギーの供給側と重要側の条件を明確に
して酸素水素燃焼タービン発電システムを中核とし
た将来のサプライチェーンの全体システムの検討，
水素の安全性に関する調査研究，安全確保のための
技術開発課題の抽出。

② 酸素水素高圧燃焼技術
　超高圧条件での酸素水素燃焼特性を解明するため
の解析手法（シミュレーション技術）の検討，燃焼
器要素試験による燃焼時の残留未燃水素・酸素等の
課題の明確化。

③ 内燃蒸気タービンサイクル
　液体水素の冷熱を活用した空気からの酸素分離，
酸素水素量論比燃焼，水蒸気を作動媒体とする完全
なゼロエミッションと高効率（75％）を実現するサ
イクルの検討。

④ 候補サイクルのシステム動特性
　上記の (3) 内燃蒸気タービンサイクルで検討され
たサイクルについて，タービンの起動停止，部分負
荷運転等を想定した動特性の検討。

⑤ タービン技術
　候補となるタービンシステムについて，タービン・
凝縮機の開発目標の検討。
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７．おわりに

　水素酸素燃焼タービン発電システムは，高効
率とゼロエミッションを両立できる理想的な
発電システムではあるが，その実現のために
は，酸素水素の高圧燃焼技術など高度かつ基盤
的な研究開発や工学的な見地からの機器開発
が不可欠であり，長期的な観点からの段階的な
研究開発計画の策定と適切なマネジメントが
必要と考える。
　今後，WE-NET プロジェクトで得られた様々
な知見を学びつつ，その後の 20 年間で進歩し
た材料技術やシミュレーション技術などを適
用することで，WE-NET が目指した水素社会
実現に向けて努力している関係諸機関ととも
に取り組んで行きたいと考える。
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　Platzer, "Adapting the Zero-Emission Graz Cycle for 
　Hydrogen Combustion and Investigation of its Part Load 
　Behaviour, " GT2016-57988,  March 15, 2018

（18）Jarosław Milewski，"Hydrogen utilization by steam 
　turbine cycles, " Journal of Power Technologies 95 （４） 
　（2015）, p. 258–264

（19）Sebastian Schimek, Panagiotis Stathopoulos, Tom 
　Tanneberger, Christian Oliver Paschereit, "Blue Com-
　bustion: Stoichiometric Hydrogen-Oxygen Combustion 
　under Humidified Conditions, " GT2015-43149, June 15-19,  
　2015

① トータルシステム技術
　水素エネルギーの供給側と重要側の条件を明確に
して酸素水素燃焼タービン発電システムを中核とし
た将来のサプライチェーンの全体システムの検討，
水素の安全性に関する調査研究，安全確保のための
技術開発課題の抽出。

② 酸素水素高圧燃焼技術
　超高圧条件での酸素水素燃焼特性を解明するため
の解析手法（シミュレーション技術）の検討，燃焼
器要素試験による燃焼時の残留未燃水素・酸素等の
課題の明確化。

③ 内燃蒸気タービンサイクル
　液体水素の冷熱を活用した空気からの酸素分離，
酸素水素量論比燃焼，水蒸気を作動媒体とする完全
なゼロエミッションと高効率（75％）を実現するサ
イクルの検討。

④ 候補サイクルのシステム動特性
　上記の (3) 内燃蒸気タービンサイクルで検討され
たサイクルについて，タービンの起動停止，部分負
荷運転等を想定した動特性の検討。

⑤ タービン技術
　候補となるタービンシステムについて，タービン・
凝縮機の開発目標の検討。

− 54 − 季報エネルギー総合工学



［事業報告］

　　　平成 29 年度　事業報告の概要

　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 （一財）エネルギー総合工学研究所

　当研究所における平成 29 年度事業の概要は
以下の通りである。

（１） エネルギー総合工学研究所は，昭和 53 年
４月の設立以来，わが国のエネルギー工学分
野の中心的な調査研究機関として，産・学・
官のエネルギー技術に関する専門的な知見・
経験を相互に結び付け，「総合工学」の視点に
立脚して調査，研究，評価，成果の普及等に
努めてきた。技術は，わが国が国際社会で優
位性を維持・向上する上で不可欠な資産であ
り，将来のリスクに対応し得る強靭なエネル
ギー戦略の構築・実現に貢献するものである。
　当研究所は，今後とも「エネルギーの未来
を拓くのは技術である」との認識の下，俯瞰的，
長期的な視座をもって，エネルギー技術に関
する調査，研究，評価，成果の普及等に取り
組んでいくことが必要である。
　一方，国内および世界のエネルギーの情勢
は，再生可能エネルギーの導入促進や非在来
型化石資源の台頭，新興国のエネルギー需要
の急増等と相まって，目まぐるしく変化して
いる。このような激動の環境下において調査
研究活動を実施していくには，これまで蓄積
してきた知見を生かして，時代環境に適確に
対応しつつ，「総合工学」の視点に立脚した当
研究所の総合力が発揮できる調査研究基盤の
整備を図っていくことが必要である。このよ
うな観点から，当研究所は，その時々の社会
的な要請に応じて調査研究対象の重点化と研
究基盤整備を図ってきている。

（２） 当研究所は，気候変動に対する緩和策に
ついての技術動向に関する調査研究を進めた
ほか，次世代電力ネットワークや再生可能エネ
ルギー大量導入時の出力変動対応技術，バー
チャルパワープラントの構築実証，太陽熱利用
技術，次世代の石炭燃焼やガス化複合発電技
術，CO2 の回収・貯留・利用技術，水素の製造・
輸送・需要等に関する調査研究を実施した。

　また，原子力災害の発生という現実を見据
え，現在の軽水炉の安全向上を図るための技
術開発を継続するとともに，当研究所の解析
コード（SAMPSON）を福島第一原子力発電
所の事故炉の炉心状況の把握に活用するため
のプロジェクトや過酷事故（シビアアクシデ
ント）時の安全系の機能に関する研究，通常
炉の廃止措置に係る標準に関する調査検討，
人材育成の支援等も進めた。

（３）以下に各エネルギー分野における調査研
究活動の概要を示す。

① エネルギー技術全般
　国内外の緩和策にとって重要な技術につい
てのイノベーションに関する調査，エネル
ギー・環境技術のイノベーションについて検討
を行う国際フォーラム Innovation for Cool 
Earth Forum（ICEF）の開催支援等を進めた
ほか，最新の技術情報および評価を提供するエ
ネルギー技術情報プラットフォームの内容の
充実，エネルギーに関する公衆の意識調査，第
四次産業革命の影響に関する調査を実施した。

− 55 −第 41 巻 第２号（2018）



② 新エネルギー・電力システム関連
　電力システム分野では次世代電力ネット
ワークの調査検討を進めるとともに，蓄エネ
ルギー技術を用いた再生可能エネルギー大量
導入時の出力変動対応技術に関する研究開発
やバーチャルパワープラントの構築に関する
実証事業，再生可能エネルギー発電設備の遠
隔出力制御に関する評価等を進めた。
　また，再生可能エネルギー分野では水を作
動媒体とする小型バイナリー発電システムの
研究開発や集光型太陽熱発電（CSP）等に関す
る調査研究，省エネルギー分野では高効率空調
システムの開発や省エネルギーポテンシャル
等に関する日独の二国間比較調査を実施した。

③ 水素エネルギー関連
　CO2 フリー水素の普及シナリオに関する研
究や製造・貯蔵・輸送に至るサプライチェー
ンに関する調査，水素の利用技術である酸素・
水素燃焼技術の研究開発に係る調査等を実施
した。

④ 化石エネルギー関連
　化石燃料の高度転換技術に係る研究に関し
て，次世代の石炭ガス化複合発電（IGCC）に
関する調査や革新的な CO2 分離・回収技術に
係る調査，Power-to-Gas，Power-to-Fuel など
の CO2 有効利用技術に関する調査等を行うと
ともに，化石燃料利用に係る新技術の研究に
関し，石炭火力において CO2 回収設備が不要
となるケミカルルーピング燃焼に係る技術開
発を行った。

⑤ 原子力関連
　福島第一原子力発電所事故を踏まえ，さら
に高い水準の安全確保を図るため，原子力の
安全性向上に資する技術開発プロジェクトを
実施したほか，事故炉の総合的な炉内状況把
握の高度化，過酷事故（シビアアクシデント）
解析手法の高度化に関する研究，シビアアク
シデント時の原子炉隔離時冷却系の機能に関

する研究等を進めた。また，福島第一原子力
発電所事故後の国内原子力産業の動向や海外
の原子力研究開発の枠組み，諸外国における
原子力安全制度の整備状況に関する調査等を
行うとともに，原子力発電所の廃止措置計画
に係る標準に関する調査検討，海外諸国にお
ける廃止措置の技術動向に関する調査，原子
力発電所廃止措置の計画立案や実施，計画の
プロジェクトマネジメントを担う人材の育成
に関する事業等を行った。
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研究所のうごき
（平成 30 年４月２日〜７月１日）

◇ 第 15 回理事会

日  時：６月４日（月）11:00 ～ 12:00
場  所：経団連会館（５階）  504 号室
議  題：
 第一号議案　平成 29 年度事業報告および決算に
				    ついて
 第二号議案　	公益目的支出計画実施報告書につ
				    いて
 第三号議案	 公益目的支出計画変更認可申請に
				    ついて
 第四号議案	 定時評議員会の開催について
 第五号議案	 顧問の委嘱について
 報告事項	 業務執行の状況について
　　　　　　 その他

◇ 第 16 回理事会（書面決議）

決議があったとみなされた日：６月 22 日（金）
議  題：
 第一号議案  	 第９回評議員会（定時評議員会）
		  の招集について

◇ 第９回評議員会（書面決議）

決議および報告があったとみなされた日：
６月 22 日（金）
議  題：
 第一号議案　平成 29 年度事業報告（報告事項）
				    および決算について
 第二号議案　	公益目的支出計画実施報告書（報
				    告事項）について
 第三号議案	 公益目的支出計画変更認可申請に
				    ついて
 第四号議案	 役員の一部改選について
 第五号議案	 評議員の一部改選について

◇ 月例研究会

第 377 回月例研究会

日　時：４月 13 日（金） 14:00 ～ 16:00
場　所：航空会館５階　501・502 会議室
テーマ：
	 １．平成 30 年度の供給計画の概要について

		  （電力広域的運営推進機関　理事　寺島　
		   一希　氏）
　２．シェール・ガス革命，シェール・オイル革
		  命の最新動向と新たな石油需要ピーク論	
		  （和光大学 経済経営学部 教授 大学院研究科　
		   委員長　岩間　剛一　氏）

第 378 回月例研究会

日　時：５月 11 日（金） 14:00 ～ 16:00
場　所： 航空会館５階　501・502 会議室
テーマ：
　１．エネルギー産業の2050年 Utility3.0へのゲー
	 　ムチェンジ
		  （東京電力ホールディングス㈱　経営技術
		   戦略研究所　経営戦略調査室　チーフエコ
		   ノミスト 戸田　直樹　氏）
　２．エネルギービジネスは第四次産業革命でど
		  う変わるのか？
		  （（一財）エネルギー総合工学研究所 プロジェ
		   クト試験研究部　特任参事　新谷 隆之）

第 379 回月例研究会

日　時：６月８日（金） 14:00 ～ 16:00
場　所： 航空会館７階　701・702 会議室
テーマ：
　１．自動運転技術の開発動向と課題
　　	（（一財）日本自動車研究所　ITS 研究部
          次長  安達 章人 氏）
　２．Mobility as a Service：移動の革新　　	
		  （特定非営利活動法人 ITS Japan  理事
		   穐場　亨　氏）

◇ 外部発表

［講演］
発表者：坂田 興		
テーマ：Current Status of Development of Hydrogen 
			   Technology in Japan and the Governmental 
			   Policies
発表先：The Korean Hydrogen & New Energy 
			   Society
日　時：５月３日
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発表者：坂田  興
テーマ：持続可能なエネルギー社会構築に向けた
			   水素の貢献可能性
発表先：愛知県　水素エネルギー社会形成研究会
日　時：５月 25 日

発表者：福田 健三
テーマ：持続可能なエネルギー社会構築に向けた
			   水素の貢献可能性
発表先：東京電蝕防止対策研究会　創立 50 周年
			   記念特別講演会
日　時：５月 29 日

発表者：小野崎 正樹
テーマ：シンクタンクのお仕事－研究から政策立
			   案まで－
発表先：早稲田大学 早稲田応用化学会 第 32 回交
			   流会講演会
日　時：６月 30 日

［学会等発表］
発表者：加藤 悦史
テーマ：Efficient technologies and sustainable feed-
			   stock for BECCS deployment in mitigation 
			   pathways
発表先：International Conference on Negative CO2 
			   Emissions （Chalmers 大 学 主 催 ／ Global 
			   Carbon Project, IEAGHG, IEAIETS，IEA 
			   Bioenergy 共催）
日　時：５月 22 日～ 24 日

発表者：黒沢 厚志
テーマ：日本とドイツの省エネルギーに関する比
			   較考察
発表先：エネルギー・資源学会　第37回エネルギー
			   資源学会　研究発表会（大阪国際会議場）
日　時：６月 11 日

発表者：黒沢 厚志，加藤 悦史
テーマ：2050 年に向けた低炭素システムの検討：
			   将来の低炭素システムにおける革新技術
			   の役割
発表先：エネルギー・資源学会　第37回エネルギー
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			   資源学会　研究発表会（大阪国際会議場）
日　時：６月 12 日

発表者：黒沢 厚志，加藤 悦史  他
テーマ：2050 年に向けた低炭素システムの検討：
			   将来の低炭素システムにおける革新技術
			   の役割－需要側の低炭素化とバイオ CCS
			   利用可能性の分析−
発表先：エネルギー・資源学会　第37回エネルギー
			   資源学会　研究発表会（大阪国際会議場）
日　時：６月 12 日

発表者：笹倉正晴，飯田重樹，水野有智，坂田  興
テーマ：Impact Assessment of Hydrogen Energy 
			   Import on National Wealth Outflow
発表先：22nd World Hydrogen Energy Conference 
			   （WHEC 2018）, Rio de Janeiro
日　時：６月 17 日〜 22 日

発表者：黒沢 厚志，加藤 悦史
テーマ：2050 年に向けた日本のエネルギーシステ
			   ム− TIMES-Japan を用いた分析−
発表先：グランド再生可能エネルギー 2018 国際
			   会議（パシフィコ横浜）
日　時：６月 17 日〜 22 日

発表者：蓮池  宏，川村 太郎，松岡 成樹 他
テーマ：Development and Field Demonstration of 
			   Binary Power Generation System using 
			   Water as Working Fluid
発表先：グランド再生可能エネルギー 2018 国際
			   会議（パシフィコ横浜）
日　時：６月 17 日〜 22 日

発表者：蓮池  宏，日浦 俊哉，鈴木 守  他
テーマ：Development and Demonstration of Com-
			   pressed Air Energy Storage System for 
			   Power Compensation of Intermittent Re-
			   newables
発表先：グランド再生可能エネルギー 2018 国際
			   会議（パシフィコ横浜）
日　時：６月 17 日〜 22 日
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発表者：Yuki Ishimoto, Mari Voldsund, David 
	 Berstad, Petter Nekså, Ko Sakata
テーマ：Value chain analysis for long distance 
			   transport of hydrogen carriers
発表先：World Hydrogen Energy Conference 2018
日　時：６月 18 日〜 22 日

［寄稿］

寄稿者：黒沢 厚志
テーマ：	COP23 に参加して
寄稿先：『エネルギー・資源』 Vol.39 No. ３（2018
	 年５月号）

寄稿者：蓮池 宏
テーマ：CAES による再生可能エネルギー貯蔵
寄稿先：『電気評論』2018 年６月号

◇人事異動

○４月 27 日付
（退職）
伊藤あゆみ	 原子力工学センター 主任研究員

○５月 31 日付
（退職）
Richard Finger	 原子力工学センター 嘱託研究員

○６月 30 日付
（出向解除）
臼井健一郎	 プロジェクト試験研究部　主任
	 研究員

○７月１日付
（出向採用）
穴見 直也	 プロジェクト試験研究部 主任研
	 究員

（常勤嘱託採用）
炭谷 一朗　　	 プロジェクト試験研究部　参事

（非常勤嘱託採用）
堀田 善治	 プロジェクト試験研究部  参事
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　先日，ネアンデルタール人が絶滅した
原因を取り上げたドキュメンタリー放送
があった。ネアンデルタール人と言えば，
筆者が子供の頃はわれわれ現生人類の祖
先とされていたと記憶しているが，これ
までの研究によればホモ・サピエンスの
祖先ではなく，われわれと共通の祖先が
ヨーロッパに渡って進化し 30 万年前に
出現した別の種だというのが定説になっ
ている。現生人類とほぼ同程度の脳，頑
丈な骨格と高い運動能力を備え，優れた
技術を使って社会的な生活を営んでいた
ネアンデルタール人であるが，それが 3.9
万年前に絶滅したのである。長期間の寒
冷期による食糧不足，感染症の蔓延，ホ
モ・サピエンスの侵略などが原因として
議論されてきたが，化石に残された DNA
解析等の結果によれば，狩猟生活に有利
な小集団で暮らしてきたために遺伝的多
様性が弱まり，それにより出生率の低下，

病気への抵抗力の低下が生じ，人口が減
少して絶滅に至ったということらしい。
一方で，アフリカ以外で暮らす現生人類
の遺伝子にはネアンデルタール人のそれ
がわずかながら含まれているということ
は，ホモ・サピエンスにとってはネアン
デルタール人との交配が遺伝的多様性の
拡大に貢献したということになるのであ
ろうか。
　いずれにせよ，これは生物多様性にま
つわる話であるが，このような自然科学
の分野のみならず，宗教や価値観，地域，
文化など社会・人文科学的分野も含めた
様々な面での多様性について，環境の変
化などをうまく取り入れながら広げてい
くことが，ダイナミックな変革を起こし
つつ社会の発展・繁栄をもたらす重要な
要素の１つになるのではないかと今更な
がらに気づかされた次第である。

編集責任者　重政弥寿志

編集後記
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